




 

序  文 

 

ラオス人民民主共和国（以下「ラ」国）は、1986 年に採択された新経済メカニズム（New 

Economic Mechanism: NEM）の下、市場経済移行のための経済改革が進行中であり、第 4次

5 カ年計画（1996-2000 年社会・経済開発計画）の中で、経済改革を推進する担い手の育成

が重要な課題と位置づけられている。また、2001 年 3 月の第 7 回ラオス人民革命党大会政

治報告の中で、2020 年までに貧困を撲滅し、開発途上国から脱却することを中心とした長

期目標を発表し、第 5 年次国家社会経済開発計画では、持続的な経済成長の確保や貧困層

の半減と並んで、全分野における人材開発の促進、近代的産業開発の支援体制の確立等を

目標としている。 

一方、我が国においては、市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として「日本人

材開発センター」の設立が 1998 年に構想された。「ラ」国政府より同国内における同構想

実現に向けた強力な要請が示されたことを受け、NUOL を協力相手方機関として、ラオス国

立大学経済経営学部支援及び日本人材開発センター設立への協力を一つのプロジェクト方

式協力である「ラオス国立大学経済経営学部支援及びラオス日本人材開発センター」プロ

ジェクトを 2000 年 9 月に開始した。 

2005 年 1 月に実施した終了時評価調査では、プロジェクトの協力実績及び成果について

「ラ」国政府と検証を行い、ラオス日本人材開発センタープロジェクトが高い成果を上げ

たことが確認された。このため、「ラ」国政府は、ラオス日本人材開発センタープロジェク

ト（フェーズ 2）の実施を我が国に要請し、「ラ」国政府と日本側との協議の結果、2005 年

9 月より 5年間の計画でフェーズ 2を実施することが合意され、現在、フェーズ 2 として技

術協力プロジェクトが実施されている。 

今般、プロジェクト開始から 2年半が経過したため、2008 年 5 月 26 日から 6月 12 日の

日程で、中間評価調査団を現地に派遣し、ラオス側と合同で、プロジェクトの中間評価を

実施した。本報告書は、同調査団の調査・協議結果をとりまとめたものであり、プロジェ

クトの成果達成のために、広く活用されることを願うものである。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上

げる。 

平成 20 年 7 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

公共政策部長 黒柳 俊之 
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NUOL National University of Laos ラオス国立大学 

FEBM Faculty of Economics Business and Management  経済経営学部 
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OJT On-the-Job Training オンザジョブ・トレーニング 

5S  整理・整頓・清潔・清掃・習慣化
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評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 
国名：ラオス人民民主共和国 案件名：ラオス日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ 2）
分野：その他 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：公共政策部 

日本センター課 
協力金額（評価時点）：560,577 千円（08 年度実施計画ベース） 

先方関係機関：教育省、ラオス国立大学 
日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 協力期

間 

(R/D): 2005/09/01~2010/08/31  
 
(E/N)（無償）2000 年 1 月 12 日 

他の関連協力：  
１-１ 協力の背景と概要 
 ラオス国では、1986 年以降、市場経済移行のための経済改革が行われており、そのための人材育成が重要

な課題とされている。1995 年には人材育成の一環として、アジア開発銀行の支援を受けてラオス国立大学が

設立され、その際に経済経営学部も新設された。しかし、アジア開発銀行の支援プロジェクトが 2001 年 9
月で終了するため、それ以降の技術協力を日本に求めてきた。 
 一方、わが国においては、市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として、「日本人材開発センター」

を設立することが構想され、1998 年 7 月にラオス日本人材開発センター設立構想をラオス側へ提示した。そ

の結果、ラオス国立大学経済経営学部支援及び日本人材開発センター設立への協力を一つの技術協力プロジ

ェクトとして実施することが合意された。2000 年 7 月 6 日に討議議事録(R/D)に署名し、2000 年 9 月 1 日か

ら 5 年間の技術協力プロジェクトを開始した。当初 4 年間は、ラオス日本人材開発センター（以下、「LJC」
という。）プロジェクトとラオス国立大学経済経営学部支援を、1 つのプロジェクトとして運営していたが、

それぞれの活動が拡大したため、2004 年からそれぞれを分離して実施することとした。 
  カウンターパート機関であるラオス国立大学は、LJC プロジェクトの協力を高く評価し、JICA からの協力

の継続を要請した。JICA は 2005 年 9 月から 5 年間の予定で「ラオス日本人材開発センター（フェーズ 2）」
を開始した。 
 
１-２ 協力内容 
（１）上位目標 
ア LJC がビジネス分野においてラオスの市場経済化に資する人材開発のための中核的な役割を果たす。

イ LJC がラオス・日本両国の人々の間に相互理解を促進する拠点として活用される。 

（２）プロジェクト目標 

ア ラオスの市場経済化に対応する人材育成を推進する為のサービスが LJC によって提供される 

イ 相互理解を促進する活動に参加するための情報と機会が LJC によってラオス・日本両国の国民に提供

される。 

（３）成果 

ア LJC 事業実施体制が強化される。 

イ ラオスの民間人材を対象とした実践的ビジネスコース並びにビジネス分野サービス（工場診断、起業

家育成（インキュベーション機能）、ビジネスマッチング）が提供される。 

ウ LJC がラオスにおける日本語教育の拠点となる（リソースのネットワーク化を推進） 

エ 両国民間の相互交流システムが構築され、活動が活発化される。 

（４）投入（評価時点） 
ア 日本側： 
 長期専門家派遣 4 名(延べ 7 名) 短期専門家派遣 17 名 

本邦研修  25 名  第三国研修 5 名（タイ） 
 機材供与  0.13 億円  在外事業強化費 0.45 億円 
イ 相手国側： 
 カウンターパート配置 15 名      LJC 雇用スタッフ 35 名 
 土地・施設提供 （LJC 敷地と駐車場）  運営費（光熱費や通信費） 

 
 
 ２. 評価調査団の概要 
調査者 団長・総括： 梅本 真司 JICA 公共政策部日本センター課 課長 

評価分析：  竹井 誠  （株）パンテル・インターナショナル 
協力企画：  末田 和也 JICA 公共政策部日本センター課 

調査期間  2008 年 5 月 26 日～2008 年 6 月 12 日 評価種類：中間評価 
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３. 評価結果の概要 
３-１ 投入の確認 

 ラオス側の C/P（公務員として LJC に勤務するラオス側教職員。なお、LJC で雇用されている職員は「スタ

ッフ」、双方を総称する場合は「LJC スタッフ」と記す。）は本フェーズ開始当初 10 名だったが、調査時点で

は 15 名に増加しているなど、ラオス側の強いオーナーシップとコミットメントにより、プロジェクトの投入

は適時適切に行われている。C/P の配置に空白期間が生じた例もあったが、プロジェクトの進捗には大きな支

障は生じていない。日本側の投入についてもほぼ計画通りに進捗している。 

 これらをはじめ、双方の適切な投入がプロジェクトの円滑な進捗に貢献していると判断できる。 

 

３-２ 成果の達成状況 

 LJC の事業実施体制強化のための方策が当初計画されていた活動に沿って行なわれており、組織として LJC

が成長・強化されていることが確認された。特に、人材育成の面では、個々人の能力の現状把握と到達目標、

及びそのために必要な措置について個人と組織（マネジメントレベル）が情報を共有しており、個々人の能

力強化が組織の強化につながりつつある事例といえる。 

今後のより一層の体制強化のためには、総務部門を中心とする総合調整機能の強化が必要であると判断さ

れる。これについても、組織改編や人事異動、特別手当の支給基準の変更など、積極的に問題を把握し、改

善しようとしていることが確認できた。 

 また、運営管理のより一層の効率化のために昨年度から行われている業務分析に基づき、業務フローや意

思決定過程の効率化が期待できる。 

LJCの実施体制強化の一環として、LJCスタッフに占めるC/Pの割合をさらに増やすことも検討されている。

現在、ラオス人所員 50 名のうち、15 名が C/P（公務員スタッフ）であるが、ラオス側としては、班長クラス

以上の 21 名を全て公務員スタッフとしたいとの意向がある。ただし、現在 LJC は大学の付属機関という位置

づけであり、NUOL では通常、付属機関は 10 名程度の公務員しか配置されない。このため、これ以上の定員拡

大のためには、学内の設置ステータスの見直し（例えば現在の Center から学部と同等の Institute へ格上げ

する）といった抜本的な対策が必要であるという意見があった。 

 

ビジネス部門は、基本的にラオス側人材によって運営管理されている。これは、フェーズ１からの知見の

蓄積により、事業の企画・立案・実施・評価の一連のサイクルが基本的にラオス側のみで自立的に行われて

いることによる。これに対して日本側の投入は「実践的な経営スキル・手法」に絞って行ってきた結果、理

論と実践のバランスの取れたカリキュラムを提供できるという比較優位性を確立しつつある。当初想定され

た省庁等との連携についても、セミナーやコンピュータコースの提供により、一定の評価と地位を確立する

ことに成功している。 

他方、事業マネジメントに対して必ずしも十分な投入を行なってこなかったことに起因すると思われるマ

イナスの要因も確認された。具体的には、2007 年度に入ってラオス側による座学コースの受講生が減少した、

ということである。これに対し、2008 年 2 月には日ラで協働して問題解析を行い、コースカリキュラムを改

訂した。更に、ラオス側のイニシアティブにより 2008 年 9 月からは MBA コースが経済経営学部と LJC によっ

て開講予定となっており、より高度なビジネス人材の育成が行なわれることが期待される。 

一方、市中に類似機関が増加しつつあり、より一層の競争力強化が必要であるので、より効果の高いサー

ビス提供のための実施体制（日本側を含む）の構築が必要である。 

ラオスにおける日本語教育は、援助再開以降まだ歴史が浅く、現地講師の人材育成が急務であるが、その

ためには少なくとも今後 5～10 年は人材育成による日本語学習者の数と質の向上が必要と推測される。NUOL

日本語学科とのより一層の連携により、より幅広くかつ高度な人材育成によって、拠点としての機能は強化

されていくことが期待される。 

これまでの活動により、ラオス国内及び国外とのネットワーク作りは盛んに行われている。また、LJC が「日

本語教育研究会」の事務局となっていること、LJC が日本語能力試験の実施機関となっていること、ラオス国

内にあるほぼ全ての日本語教育機関（評価調査時点で 11)でも利用されているラオス語教材の作成も行ってい

ること等から LJC はすでにラオスにおける日本語教育の拠点として機能していると判断される。 

相互交流部門については、各種活動結果や本調査のインタビュー調査から判断するに、両国民間の相互交

流システムが構築され、活動が活発化されているといえる。相互理解促進の活動についても日本語部門と同

様、すでに日ラの交流の拠点としての地位を確立している。これは、追随する他の類似機関が存在しないこ

とも理由のひとつではあるが、それ以上に着実な活動実績により、交流拠点としての LJC の認知度が市民だ

けでなく政府にも浸透しつつあることから判断される。さらに、マスメディアを通じた広報活動により、LJC

の認知度も向上していると判断される。 

 現在、日本の大学との連携強化やラオス人に対する日本への留学情報の提供など、さらに高度な機能付

加が行われつつある。相互理解促進の拠点として LJC の役割は増大していくことが想定される。 
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３-３ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

ラオス政府の国家開発計画との整合性、受益者ニーズとの整合性、日本側の政策との整合性の全てについ

て妥当性はあると判断され、全体としても妥当性は十分にあると判断される。また、関係者への質問票の回

答などからも大部分の人が妥当性はあると判断している。 

 

（２）有効性  

LJC は、ビジネスコース、コンピュータコース、日本語コースの実施を通じて人材開発面で重要な役割を担

っており、ラオス国立大学幹部も LJC ビジネスコースの重要性を認識し、またビジネスコースだけでなく、

日本語コース、コンピュータコース、相互理解促進事業についても高く評価している。 

インターネットや AV 機器等の情報設備の希少性から、メディアルームや図書室等を利用して情報を得るた

めに LJC を利用する学生・一般利用者は多く、情報発信の拠点としても重要な役割を果たしている。また、

一般民間企業の経営者や従業員を対象とした日本的経験を活かしたビジネスコースや広く一般に開かれた日

本語コースの実施も、相互理解の促進につながっていると捉えることができる。 

本プロジェクトが掲げる２つのプロジェクト目標との関係では、上述の「目標ア」については、現時点で

は成り行きを観察しなければ有効性を判断できない点が存在するが、「目標イ」については、技術移転や人材

育成などについて一層の努力をする必要があるものの、目標は一定程度達成されていると判断される。 

 

（３）効率性 

ラオス側からも人材を中心に積極的に投入がなされ、これらを含めた投入によって成果はあがっている。

またプロジェクトの実施プロセスにおいても、おおむね問題はなく、効率性については高いと判断される。

 

（４）インパクト 

すでにいくつかの注目すべき事例を確認することができるなど、本案件の活動が一定の波及効果を発現さ

せつつあると判断できる。また、上位目標の達成の可能性については、既に上述の「上位目標イ」がほぼ達

成されているといえる。 

 

（５）自立発展性 

 本フェーズの事前評価調査においては、以下の 2 点によって自立発展性の可能性が評価されており、今次

中間評価調査では、その可能性を評価した。 

 ①LJC の実施体制はおおむね確立されており、ラオス側のオーナーシップも高いが、給与水準が民間と比較

して高くはないため、福利厚生や諸手当によるインセンティブシステムの構築が必要であり、計画され

ていること。 

 ②各コースが受講料を徴収していることから、長期的には自己収入による支出負担比率の増大が期待でき

ること。 

第 1 点目に関しては、手当支給体系の見直しや語学手当の導入などによる改善が行われており、今後の効

果発現が期待される。他方、現地調査での LJC スタッフに対するインタビューにおいては、依然として各種

インセンティブに対する要求（国外での留学や研修機会の提供、給与水準など）が聞かれた。これらの要望

を踏まえつつ、限りある予算規模の中で各個人の能力を最大限引き出すための仕組みづくりが今後も継続的

に行われる必要があることが確認された。また、既述のとおり、今回の調査で総務機能のより一層の強化が

組織・個人双方で必要であることが確認された。すでに、組織改編やマネジメントクラスの人事異動などの

措置は取られているが、これらに対して日本側としての協力の可能性について検討することが必要である。

上記との関連で、LJC で育成したスタッフが大学の正職員への格上げ見込みが薄いということや給与などの

待遇面で折り合いがつかず離職してしまうケースがある。これは知見・ノウハウの蓄積による技術面での自

立発展性に対する負の要因となりうる。ラオス人の職業観によるところも否定できないが、ラオス政府及び

NUOL による LJC への公務員配置人数の拡大などの対応策について、然るべきレベルへの働きかけも重要と思

われる。 

以上より、福利厚生や諸手当によるインセンティブシステムの構築は計画されているが、その効果の発現

を確認することは時期尚早といえる。 

 

第 2 点目に関しては、JICA の負担とラオス側負担及び自己収入充当の比率がほぼ 1:1 である。短期的な変動

要因としては、JDS 研修の受託収入が減少要因となり、MBA による収入が増収要因となる。次項に示す簡易な

シミュレーションによれば、これらの要因を踏まえた短期的な財務状況の傾向は自己収入による支出負担比

率の増大が期待でき、プロジェクト終了時までにさらなる増大も期待できる。したがって、「長期的には自己

収入による支出負担比率の増大が期待できる」といえる。しかしながら、自己収入による全額の支出負担 
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は困難と思われ、残りの部分については、引き続き日本側による何らかの財政負担が必要である。 

 

３-４ 効果発現の阻害・貢献要因 

貢献要因 

（１）ラオス側のオーナーシップの強さ 

LJC は NUOL の付属機関として位置づけられ、法的措置に問題はない。市場経済化の動向や、政府の支援も

特に大きな変化はみあたらない。さらに、プロジェクトは多くの関係者の理解を得ており、既述のようにラ

オス側のオーナーシップは強く、大きな貢献要因となっている。 

 

（２）コスト負担の割合 

ラオス側の予算措置とセンター収入によるコスト負担の合計が年々増加傾向にあり、昨年度はセンター支

出全体の 50％に達するなど、より健全なコストシェアへ向けての努力が見られる。 

 

（３）ラオス国立大学経済経営学部との連携体制 

プロジェクト設計当初から、経済経営学部の教員をビジネスコースの現地講師として活用することが計画

され、その計画どおり LJC ビジネスコースの現地講師の大部分は、経済経営学部の教員が担っている。この

ような相互連携の枠組みは、安定的な現地講師の確保を容易にし、ビジネスコースの自立発展性の向上に貢

献している。また同時に、受講者は現役の経営者並びに従業員であることから、現地講師はそれらの受講者

との意見交換を通じて実践面における課題を吸収し、教員にとっては実践的な知識が身に付き、それがさら

に、講義内容の改善につながっている。 

 

（４）ラオス国立大学文学部との連携体制 

日本語コース運営では、文学部との間にビジネスコースにおける講師派遣のような連携体制はないものの、

LJC と文学部日本語学科が車の両輪となって、ラオスにおける日本語教育の中心的役割を果たしていることが

目標達成を促進している。 

国際交流基金の日本語教育に関するノウハウをもとに、体系的なクラス体系を採用して実施しており、さ

らに教材の作成等の面でも LJC がラオスにおける日本語教育の中心的役割を果たしている。しかしながら、

外部からはさらなる教材の作成や辞書の作成、さらにはより上のクラスの設立を望む声も上がっている。こ

れらのニーズに応えられる意味でも、今後技術移転により、C/P 及びスタッフのレベル向上が求められる。

 

（５）定期的なコース評価の実施 

LJC では、各活動（ビジネスコース、コンピュータコース、日本語コース、相互理解促進事業）の参加者に

対して終了時にアンケート調査などを行っている。同調査結果は、コース内容の改善のために活用されてい

る。例えば、ビジネスコースにおいては、アンケート結果に基づくテキスト内容の修正・見直しはもちろん

のこと、人気のない科目については、新しい科目と入れ替えられている。最近は受講者ニーズの大きな変化

が見られ、これに対して、新しいカリキュラムの検討がなされ、FEBM との MBA プログラムの設立が準備され

ており、対応が図られている。さらに、ビジネス実践コースの運営では、2006 年以降、業務委託方式によっ

てコンサルタントが継続的なニーズ調査、コース企画・運営、事後評価と次期企画への反映を終始一貫して

行っており、これも目標達成を促進していると考えられる。このように、コース内容を定期的にモニタリン

グ・評価し、改善を図るということが通常活動の中に組み込まれていることは、ニーズに応じたカリキュラ

ムの提供につながり、プロジェクトの成果を高める上で効果的である。 

 

（６）ラオスに進出する日系企業の数 

最近ラオスに進出する日系企業の数が増加しており、日系企業を対象とした日本語の特別コースが実施さ

れるなど、本プロジェクトに対してプラスの変化をもたらしている。一方、中国やベトナム、タイなどによ

るビジネススクール設立など積極的な進出により、日本のプレゼンスが相対的に低下していく恐れもある。

これらの変化に対応するため、センターの活動強化や広報活動の一層の努力が望まれる。 

 

阻害要因 

（１）コミュニケーション力 

実施プロセスにおける特記事項で述べたように、いくつかのレベルごとの定期的な会合をもつなど、プロ

ジェクト内のコミュニケーションはよいと言えるが、特に総務部門を中心に、英語によるコミュニケーショ

ン力の不足がみられ、これが阻害要因になっているという指摘があった。これに対してはすでにいくつかの

対策がとられているものの、今後も一層の努力が必要である。 
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（２）ラオス人ビジネスコース講師の質 

ビジネスコースのラオス人講師に関しては、C/P 機関である NUOL の FEBM の人材が確保されていることは目

標達成を促進している一方、これら講師の実務知識の不足や、講義内容の質の低さが目標達成の阻害要因と

なりうるおそれがある。特に MBA コースが開始された場合、受講生からの講師の質に対する期待はさらに高

まると思われ、教授方法も含め、講師の質の向上に向けた努力が肝要である。 

 

（３）スタッフの離職 

LJC は内部昇進制度が確立しており、スタッフの定着率は比較的高いが、班長以下に、給与等の待遇あるい

は昇進の可能性のより高い組織へ離職するスタッフが散見される。これも阻害要因となる恐れがあり、公務

員枠の増大も含めた、インセンティブの確保に努力をしていく必要がある。 

 

（４） 教室の数の不足 

建物は日本の無償資金協力を通して建設されたものであるが、その後日本語教育用の教室用建物が増設さ

れた（5 教室）。施設の多くはフェーズ 1 で整えられ基本的に問題はない。しかし活動の発展、活発化により、

教室の数の不足の問題が発生しつつあり、これが阻害要因となる可能性がある。 

  

３-５ 結論 

日ラ双方の各レベルにおける努力によって、本プロジェクトは当初計画した投入により活動を行ない、一

定の成果を発現しつつある。プロジェクト終了時点にプロジェクト目標を達成する可能性は高いと判断され

る。さらに、本プロジェクトはまさに日ラの「拠点」としての地位を確立しつつあり、その観点で本案件は

すでに上位目標の一部を達成していると判断される。 

総務を中心とする実施体制のより一層の強化や、日本側からの投入に依存している活動費のより一層の現

地化など、終了時に向けて改善が必要な課題はいくつかあるが、現時点においてはそれらがプロジェクト目

標の達成を阻害する大きな障害ではないと判断される。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

本フェーズ後半、さらには将来に向け、より効率的かつ効果的な運営を図るため、調査団はプロジェクト

に対して以下の提言を行なった。 

 

（１）実施体制をさらに強化する。 

（ア）LJC C/P 及びスタッフ（特に総務部門）の業務実施能力強化のため、およそ以下の方策を通じて特に他

部門との調整能力、コミュニケーション能力等を強化するべく、LJC 所長・副所長並びに JICA 専門家

間で検討し、実施する。 

①C/P 及びスタッフ（特に総務部門）の事務処理能力の向上を図るための各種指導（経理処理の迅速化、

他部門との調整カ強化、カスタマーサービスの向上など）を日本人専門家（ビジネスコース専門家

等）によるセミナー開催や OJT を通じて行う。また、他の類似機関（JICA 事務所含む）の総務部門

での研修実施の可能性について検討する。 

②英語、日本語能力の更なる向上のため、英語については現行の外部専門家による OJT に加え、会話

能力の向上を目指すとともに日本語についても同様に会話能力の向上を目指す。 

③LJC で外部向けに実施する活動を LJC 自身が実践することで、他機関のモデルとなるよう努力する。

（例：ビジネスコースで提供する 5S やカイゼン等の実践例を LJC 自らが行う、また LJC 自身の企業

診断をビジネスコース専門家が行うなど） 

 

（イ）各部門がコア・コンピタンスを持つことによる他機関との比較優位性を向上させ、自立発展性をより

強化する。調査団が想定する各セクションのコア･コンピタンスは以下のとおりであるが、LJC 内でよ

り一層議論が深まることを期待する。 

①総務部門 

公的機関としての質の高いカスタマーサービスが提供できる。 

②ビジネス部門 

 日本的経営の実践例やラオス国内の実践例に基づいた、実践的なビジネスノウハウやスキルを提

供することができる。 
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③日本語部門 

初級および初中級の日本語能力向上のための質の高い講義を提供できるのみならず、初級および

初中級レベルまでの教材開発、語彙集などを開発することができる。 

④相互理解部門 

日本・ラオスの文化交流イベントを実施する国内唯一の機関としてのコア・コンピタンスをすで

に有するが、広報活動の更なる強化を図り、イベント等を通じ LJC の認知度を向上させる。また、

日本への留学情報発信ならびに大学間交流の拠点さらにラオス青年の派遣前研修、JOCV 語学訓練な

ど両国青年の研修の拠点となる。 

 

（２）LJC が実施する各事業の一層の効率的かつ効果的運営のための方策を検討する。必要に応じ、プロジェ

クトとして必要な予算措置・投入を検討する。 

（ア）ビジネスコース 

①今年度の LJC ビジネスコースについては、ラオス側提案のカリキュラムを実施するが、引き続き受

講生のニーズに柔軟に対応できる体制を維持し、必要に応じて改編する。 

②今年度派遣予定のビジネスコース専門家については、ビジネスコース部門の責任者を C/P とし、企

画立案も含む運営指導について技術移転を行うこととする。 

③９月開設の MBA プログラムの円滑な運営およびコース内容の質を確保するため、以下の方策を講じ

る。 

・MBA プログラム運営プロセス（募集、選考、登録、出欠管理、受講料徴収管理等）における透明性、

公平性の確保に十分な配慮を行い、質の高い運営に努める。 

・MBA プログラムの円滑な運営を図るため、ビジネスコース事務局の能力強化を図る。 

・MBA 運営管理委員会（Management Committee of MBA；仮称）メンバーに LJC 日本側所長を加える

と同時に、講師陣の質を継続的に確保するための評価委員会的な機能を付与する。 

・ビジネスコース運営管理専門家は C/P を通じ、MBA の効果的な運営に関する必要な助言が行えるこ

ととする。 

・講義内容の質を確保するため、教授法の継続的な改善が図られるよう適切なモニタリングシステ

ムを確立する。 

④現在主にラオスの主要な産業である縫製業や木材加工（家具等）等製造業を中心とした現場指導を

実施しているが、サービス産業（販売、流通業など）を対象とした現場指導を可能な範囲で行う。

⑤現場指導で得た教訓を座学（講義）に取り入れ、ラオスの現状に即したより実践的な講義内容とす

る。そのための仕組み（メカニズム）を日ラ協働で構築する。 

  

（イ）日本語コース 

①ラオス国立大学文学部日本語学科との連携を強化し、大学全体としての初級レベルおよび初中級レ

ベルの受講者に対する日本語教育能力を一層高める。具体的には、日本語学科は教室が不足してい

るため、今後も継続して LJC 教室の昼間の貸与を行う。また同学科の一部科目を LJC で実施する。

LJC の行う日本語関連情報を同学科学生と等しく共有を図り、また日本語祭りなどへの参加を奨励

し、両機関の受講生の能力強化を協同して行う。 

②初級および初中級レベルまでを教授できる現地講師育成を一層強化する。 

③初級および初中級レベルを対象とした教材開発能力を一層強化する。 

 

（ウ）相互理解促進事業 

①情報文化省他関連するラオス側政府機関との連携を通じ、ラオス事情全般にかかる情報収集機能を

強化し、日本の大学関係者や訪問者に対する情報提供機関としての機能を強化する。 

②自立的なイベント等運営管理能力の一層の強化を図るべく、C/P への技術移転を促進させる。 

③日系企業等との協力体制をさらに強化し、文化イベント等開催時の企業からの協賛を得るなど運営

基盤を強化する。 

④日本への留学情報支援、日ラ大学間交流のための支援、両国を訪問する青年らへの研修機関として

の機能を強化する。 

 

（３）LJC の更なる発展（自立発展性の強化）のための取り組みを日ラ双方で検討する。 

①フェーズ２後の LJC のあり方について、現在までの成果を踏まえた現実的な将来像の検討を開始す

る。JCC の sub-committee を設立するなど定期的に将来像を日ラオス双方で検討するメカニズムを確

立し、年度内には日ラ双方で一定の合意形成を目指す。 

②財政基盤の一層の強化を図るため、現地での事業実施にかかる必要経費にかかる日本側の経費負担
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と事業収入を含むラオス側負担との比率については、フェーズ２終了に向けてより自立発展性の高

い財務体質を指向する。このため、業務の効率化を図りコスト削減に努める一方、事業の質を損な

わない範囲で受講料等各種収入増を図る。 

③より詳細な財務分析を可能とするため、日ラ双方で共通の収支比較ができるよう必要な準備（財務

会計科目の標準化など）に着手する。 

 

３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参

考となる事柄） 

本評価調査を通じ、調査団は、本案件の経験から導き出され、主に他の日本センタープロジェクトで参考

となるべき教訓として、以下の２点を抽出した。 

（１）オーナーシップの高い C/P との関係構築について（C/P 側の人員配置、リーダーシップ） 

ラオス側は共同所長を始め各セクションの管理職（チーフ、サブチーフレベル）に多くの C/P（公務

員）を配置している。これら定着率の比較的高い人員を配置することはプロジェクトの組織運営上の

基盤強化につながり、自立発展性を高めるものといえる。また、共同所長のリーダーシップによる広

報活動の強化、日ラ双方の広範なプロジェクト関係者に対するセンター活動の理解促進を不断に行っ

てきている。したがって、他の日本センターにおいても組織人員の定着率に着目した運営を行い、か

つ所長の適切なリーダーシップ発揮による国内における知名度向上や関係者の理解促進を図ることが

プロジェクトの成果を高める上で有効と思われる。ただし一方で、共同所長体制をとることから、両

者の円滑なコミュニケーションならびに信頼関係が損なわれるとプロジェクトの運営に重大な影響を

及ぼすことが懸念される。 

 

（２）組織内の体制強化の方策について 

LJC ではスタッフ人材育成を強化するために、個々の能力に合わせた個別研修計画を適度なインセン

ティブ（語学手当て等）と組み合わせて実施しており、個々の目標設定が明確となっている点で、組

織のあらゆるレベルでの体制強化につながるものと判断される。他の日本センターでの現地スタッフ

育成の上で参考となる方策であり、同様の育成計画の導入を検討することが望まれる。ただし、いか

なる人材育成計画も自らの自発的な意思により継続した取り組みがなされなければ中長期的な効果発

現に至らないと思われ、スタッフのモチベーションを保つ工夫（能力強化キャンペーンを半期に一度

程度実施するなど）も必要である。 
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第 1章 中間評価調査の概要 

1-1 本評価調査の目的 

本中間評価調査は、2005 年 9 月から 2010 年 8 月までの期間で実施中の「ラオス日本人材開

発センタープロジェクト（フェーズ 2）」を対象として、これまでのプロジェクト活動実績・

実施プロセスを確認し、プロジェクトの成果を評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、自立発展性）の観点から検証し、プロジェクトの目標達成状況を確認した。さらに、

残りのプロジェクト期間の事業実施方針について提言を行うとともに、事業実施に係る課題

に対する関係者の共通認識の形成を図り、対応策を検討することを目的とした。 

 

1-2 調査団の構成・期間・日程 

（1）調査団構成 

団長・総括 JICA 公共政策部日本センター課 課長  梅本 真司 

評価分析  株式会社パンテル・インターナショナル  竹井 誠 

協力企画  JICA 公共政策部日本センター課     末田 和也  

（2）調査実施時期・期間：2008 年 5 月 26 日～6月 12 日 

（3）調査日程：下表のとおり。 

 

日付 竹井（評価分析） 梅本（団長・総括） 末田（協力企画） 

5/26 月 
11:00 成田発(TG641) 
21:10 ビエンチャン着 

5/27 火 
事前調査（インタビュー調
査） 

5/28 水   〃 

5/29 木   〃 
5/30 金   〃 

5/31 土 資料整理 

6/1 日 
資料整理 11:00 成田発(TG641) 

21:10 ビエンチャン着 

6/2 月 
団内打合せ 
資料整理 

団内打合せ 
ソムコット教育大臣 

6/3 火 

インタビュー調査 JICAラオス事務所打合せ 
JICA専門家（鈴木投資促進アドバイザー） 
スッコンセンNUOL学長 
サイコンNUOL副学長 
カムルーサNUOL/FEBM学部長 
宮下在ラオス大使 

6/4 水 
インタビュー調査 ソムチット投資計画省国際協力局長（援助窓口） 

竹井団員のインタビューに合流（NUOL日本語学科ほか）

6/5 木 

調査結果中間報告（専門家）
インタビュー調査 

調査結果中間報告（JICA専門家） 
総務スタッフとの面談 
情報管理システム調査団報告会 
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6/6 金 

調査結果中間報告（ラオス側C/P） 
現場診断企業訪問 
 ヴィエニヨム社（家具製造） 
 キャンヴィレイ社（縫製） 

6/7 土 
 
団内打ち合わせ／資料整理 

「日本語祭り」出席 
団内打合せ／資料整理 

6/8 日 
団内打ち合わせ／資料整理 
ビジネス部門打合せ 

6/9 月 
M/M案説明（専門家） 
補足調査 

M/M案説明（専門家） 
JICA事務所打合せ 

6/10 火 
M/M案説明（ラオス側C/P） 
補足調査 

M/M案説明（ラオス側C/P） 
サイコンNUOL副学長面談・M/M案説明 

6/11 水 

 
 
13:50 ビエンチャン発 

M/M署名 
大使館報告 
16:30 ビエンチャン発 

M/M署名 
大使館報告 
事務所報告 

6/12 木 
 
 
 

 
 

10:10 ビエンチャン発 

 

 

1-3 案件の背景・経緯・概要 

（1）案件の背景と経緯 

 ラオス国は、1986 年「新経済メカニズム」導入・経済改革に伴った計画経済から市場経済

への路線転換を開始し、1990 年代以降平均 6%程度の成長率を達成している。また、2008 年か

らの ASEAN 域内での関税撤廃を開始すべく（完了は 2015 年）国内での制度整備を含めた準備

を進めるなど、地域の経済統合・協力にも積極的である。 

 一方で同国は、経済規模が小さくかつ内陸国であることなど、必ずしも順調な経済発展の

条件が整っているとは言い難い。さらに、今後、若年層の急速な増加が続き、労働力人口の

増加が見込まれるなか、市場経済化に対応するための専門知識を兼ね備えた人材は今後約 2

万人不足するとされており、これを担うビジネス人材の育成が急務となっている。 

 これらの背景を受け、我が国は 2000 年 9月～2005 年 8 月の期間で「ラオス国立大学経済経

営学部支援及びラオス日本人材開発センター」プロジェクトを実施すると同時に、経済経営

学部及び日本人材開発センターの施設を無償資金協力で建設した。その後、プロジェクトの

活動が拡大したため、「ラオス国立大学経済経営学部支援及びラオス日本人材開発センター」

プロジェクトは「ラオス国立大学経済経営学部支援」、「ラオス日本人材開発センター」（以下、

「LJC」）の 2 つのプロジェクトに分割することとし、2004 年 12 月に同分割に関するラオス国

側との会議議事録（ミニッツ）の署名・交換を了した。 

 カウンターパート（C/P）機関であるラオス国立大学（以下、「NUOL」）は、「ラオス日本人

材開発センター」の協力の成果を高く評価し、LJC に対する JICA からの協力の継続を要請し

た。JICA は 2005 年 9 月から 5 年間の予定で「ラオス日本人材開発センター（フェーズ 2）」

を開始した。 
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（2）案件の概要 

 本プロジェクトにおいては、①ビジネスコース、②日本語教育、③相互理解促進事業の 3

つの活動とこれらの活動を通じた LJC の事業実施体制強化を行っている。ビジネスコースに

ついては、LJC スタッフの能力向上を通じた活動主体の「現地化」を強化しつつ、JICA は座

学形式のビジネスマネージメント講義の提供から、工場診断を含む現場実践型へ活動の中心

をシフトしてきたが、今年度は既存カリキュラムの大幅な見直しとともに、経済経営学部と

連携した新たなプログラムの立ち上げが予定されている。日本語教育分野においては、テキ

スト教材や現地教師といったリソースをネットワーク化し、より実用的な日本語教育の提供

を含めた拠点化を図りつつある。相互理解促進事業においては、HP 等での広報・情報発信機

能を強化するとともに、ラオス国と交流を希望する日本国内の諸機関と、我が国との交流を

希望するラオス国の諸機関との相互交流をマッチングさせる仕組みを構築しつつある。 

現在、4名の日本人長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、日本語教育、相互理解促

進）を派遣中である。
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第 2章 中間評価の方法 

今回の中間評価では、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management、

以下 PCM）手法で用いられるプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix、

以下 PDM）を活用し、以下の手順で評価を実施した。その際には、評価グリッドを作成し、評価

のデザインを行った（別添資料 参照）。本評価結果は、ミニッツとして日本側（調査団）及びラ

オス側プロジェクト関係者間で合意された。 

 

（1）実績の確認 

PDM に記載されている上位目標、プロジェクト目標、成果の指標がどの程度達成されたか、ど

のような投入がなされたかを確認した。 

 

（2）実施プロセスの確認 

プロジェクトの活動状況、モニタリング活動、日本人専門家とカウンターパートの協力関係、

カウンターパートや現地スタッフのプロジェクトへのオーナーシップなどを確認した。 

 

（3）評価分析（5項目評価に基づく） 

上記２点に基づき、事業評価ガイドラインに沿って、以下の５項目の視点で評価分析を行なった。 

（ア）妥当性 

評価時点において、プロジェクトの計画内容が受益者のニーズと合致しており必要性が高い

か、相手国の開発政策および日本の援助政策と整合性があり高い優先度が認められるか、ま

た、対象分野・セクターの問題や課題の解決策として適切かを検証する。 

（イ）有効性 

プロジェクト目標は達成されているか、また、それはプロジェクトの活動の結果もたらされ

たものかを検証する。 

（ウ）効率性 

アウトプット、もしくはプロジェクト目標について、より低いコストで達成する代替手段は

なかったか、あるいは同じコストでより高い達成度を実現することはできなかったか、また、

投入はタイミングよく実施されたかを検証する。 

（エ）インパクト 

プロジェクトで計画した長期的・間接的な効果（上位目標）は達成されているか、予期して

いなかった社会経済的な正・負のインパクト（波及効果）はあるかを検証する。 

（オ）自立発展性 

評価時点において、プロジェクトが目指している効果（プロジェクト目標、上位目標）は協

力終了後も持続するかについて、技術・組織・財務などの視点から予見する。 
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第 3章 プロジェクトの実績 

3-1 投入実績 

3-1-1 概要 

日本側の投入についてはほぼ当初計画通りに進捗しており、プロジェクトの進捗への負の影響

はない。 

 ラオス側の投入のうち、C/P1の配置については、本フェーズ開始当初 10名だったが、調査時点

では 15 名に増加しているなど、ラオス側の強いオーナーシップとコミットメントにより、プロジ

ェクトへの投入は増加している。C/P の配置に空白期間が生じた例もあったが、プロジェクトの

進捗には大きな支障は生じていない。 

 これらから、双方の適切な投入がプロジェクトの円滑な進捗に貢献していると判断できる。 

 以下に個々の投入の実績をしめす。 

  

3-1-2 日本側投入 

(1) 専門家派遣 

長期専門家は現在 4名（フェーズ 1から通した延べ人数は 7名）派遣されている。指導科目は、

チーフアドバイザー、業務調整、相互交流運営、日本語コース運営である。派遣人数と期間は、

ほぼ計画とおりである。このほか、フェーズ 2 におけるビジネスコース実施のため、業務実施契

約により日本人短期専門家が延べ 17 名派遣された。（詳細はミニッツの Annex 4.1 参照）。 

 

(2) 本邦研修（カウンターパート研修） 

 LJCで教える NUOL の講師を含め、フェーズ 2においてこれまで 25名が日本での研修を受けた。

研修内容は、ビジネス・経済経営関係に 16名、日本センター運営関係（広報・図書などを含む）

に 9 名である。（詳細はミニッツの Annex 4.2 参照）。 

 

(3)機材 

日本側は、ハードソフトを含め各種の機器類を調達した。フェーズ 2 における資機材調達の総

額は、1,296 万円である。 

 

  

                                                   
1 公務員として LJC に勤務するラオス側教職員を指す。公務員となるためには NUOL の承認が必要。なお、本報告書では、公務

員として LJC に勤務するラオス側教職員を「カウンターパート」あるいは「C/P」、LJC で雇用されている職員（秘書、メディ

アルームアシスタント、警備員、清掃員等を含む）を「スタッフ」、双方を総称して呼ぶ場合は「LJC スタッフ」と記す。 
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携行機材費で調達された主な機材 

2005 年度 2006 年度 2007 年度 

デジタルカメラ、日本語学

習用書籍、電子辞書等 

日本語学習及び相互理解

用書籍・CD・DVD、パソコ

ン及びプリンター等 

日本語学習及び相互理解

用書籍・CD・DVD、デジタ

ルカメラ、図書不正持ち出

し防止システム等 

合計 \438,014 合計 \6,539,889 合計 \5,978,159 

 

(4) 在外事業強化費 

 日本側は、傭人費（法人：警備会社年間契約料・パソコン及び施設メンテナンス維持管理費）、

人材養成確保費（残業・語学などの手当）、謝金・報酬(個人：現地講師への講義謝金）、消耗品費

などの費用を負担した。2005年度からの累積は495千ドルである。（詳細はミニッツのAnnex 4.4

参照）。 

 

3-1-3 ラオス側投入 

(1) カウンターパートの配置 

ラオス国立大学より C/P として公務員（大学職員）15名が配置されている。（詳細はミニッツ

の Annex 3 参照）。なお、これら 15 名の C/P のほか、35 名のスタッフ（秘書、メディアルーム

アシスタント、警備員、清掃員等を含む）が LJC で雇用されている。職位ごとの配置・雇用状況

は以下の通りであり、課長代理以上は全て C/P であり、所員以下はスタッフとなっている。班長

クラスに C/P とスタッフが混在している。 

 

職位 所長／ 

副所長 

課長 課長代理 班長 所員 運転手・清

掃員など

合計 

C/P 3 4 4 4 0 0 15 

スタッフ 0 0 0 6 19 10 35 

合計 3 4 4 10 19 10 50 

 

(2) 土地の提供 

 ラオス側は、プロジェクト用の建物の敷地（6,491 m2）と駐車場スペース（1,664 m2）を提供し

ている。 

 

(3) 運営費 

 ラオス側は、光熱費や通信費を負担している (詳細はミニッツの Annex 4.4 参照) 。 
 

3-1-4 主要な人件費役務費の支出元 

プロジェクトにおける主な人件費・役務費は、事業強化費、センター収入、NUOL のいずれかか

ら支出されており、その区分けは以下のとおりである。 
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主要な人件費役務費の支出元 

C/P 科目 

課長代理以上 班長（以下）

スタッフ FEBM 講師 その他の

講師 

役務提供

業者 

基本給など 
NUOL NUOL 

センター

収入 
NUOL ― ― 

残業・語学・役職

手当 
センター収入 事業強化費

事業強化

費 
― ― ― 

コース/イベント

講 師 等 へ の 謝

金・報酬など 

―  ― 
センター収

入 

事業強化

費 

事業強化

費 

 

3-2 アウトプットの実績 

3-2-1 アウトプット 1：LJC 事業実施体制が強化される。 

＜概要＞ 

 LJC の事業実施体制強化のための方策が当初計画されていた活動に沿って行なわれており、組

織として LJC が成長・強化されていることが確認された。特に、人材育成の面では、個々人の能

力の現状把握と到達目標、及びそのために必要な措置について個人と組織（マネジメントレベル）

が情報を共有しており、個々人の能力強化が組織の強化につながりつつある事例といえる。 

今後のより一層の体制強化のためには、総務部門を中心とする総合調整機能の強化が必要であ

ると判断される。これについても、組織改編や人事異動、特別手当の支給基準の変更など、積極

的に問題を把握し、改善しようとしていることが確認できた。 

 また、運営管理のより一層の効率化のために昨年度から行われている業務分析に基づき、業務

フローや意思決定過程の効率化が期待できる。 

LJC の実施体制強化の一環として、LJC スタッフに占める C/P の割合をさらに増やすことも検討

されている。現在、ラオス人所員 50 名のうち、15 名が C/P（公務員スタッフ）であるが、ラオス

側としては、班長クラス以上の 21名を全て公務員スタッフとしたいとの意向がある。ただし、現

在 LJC は大学の付属機関という位置づけである。NUOL では通常、付属機関は 10 名程度の公務員

しか配置されないところを定員拡大してきたという経緯がある。このため、これ以上の定員拡大

のためには、学内の設置ステータスの見直し（例えば現在の Center から学部と同等の Institute

へ格上げする）といった抜本的な対策が必要であるという意見があった。 

なお、ラオス側スタッフには公務員として LJC に勤務したいという希望が多い。これは、安定

した雇用関係の確保という点のほかに、フリンジベネッフィト（公務員として海外留学や研修の

機会が JICA スキーム以外にも提供されるなど）が期待できることによる。ただし、一方で公務員

ステータスを得た個人のモチベーションや生産性が低下するといった点も懸念される。 

以下に対処方針会議で定められた 2つの指標、ならびに関連する活動の実績について述べる。 

 

＜指標＞ 

a 長期的な LJC 人材開発計画に基づき実行された人材研修の数 

b 自己目標を達成した LJC スタッフの割合 
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フェーズ１の時から、LJC スタッフを対象に英語、日本語、コンピュータに関する独自の研修

が実施されていた。また日本やタイでの Off-JT 研修やオンザジョブトレーニング（OJT）を通じ

て、能力強化が図られていた。フェーズ２においては、さらに 2007 年度及び 2008 年度にほぼ全

員を対象とした長期的な人材育成計画が作成されている。これは人材育成が計画的に行われてい

ることの証左である。この長期的な人材育成計画は以下のような構成になっている。 

 

人材育成計画の基本個人データの例 

Personal Information 

No Category Name Post/Division Remarks
Academic  

Background 

Language 

Proficiency

E1 
Managerial 

Position 
 

Head, XXX

Division 

Civil 

Servant

Master, Business 

Management 
1B, 3B, 5C

E2 

Head  

of  

Unit 

 Head, XXX Unit  B/A, English 1C, 5C 

Excellent: A   (PhD Degree Level) English: 1 

Good: B       (Master Degree Level) French: 2 

Fair: C        (Bachelor Degree Level) Japanese: 3 

Poor: D        (Diploma Degree Level) Russian: 4 

 Thai: 5 

 Vietnamese: 6 

 

人材育成計画の短中期計画（語学）の例 

Short Term Plan (1-2 Years) 

Intended Study Area Target Year Remarks 

English Composition (Report 

Writing)  Skill 
2008-2009 LJC 

English Composition (Academic 

Writing) Skill 
2008-2009 LJC 

 

人材育成計画の短中期計画（専門）の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

Short Term Plan (1-2 Years) 

Intended Study Area Target Year Remarks 

PCM, training 2008 JICA 

Library Management 2008 Thailand, NUOL 
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人材育成計画の長期計画（上位学歴の取得など） 

Long Term Plan (3-5Years) 

Intended Study Area Target Year Method of Study Remarks 

PhD, Business 

Management 
      

Master, Education 

Management 
2008-2009 NUOL Studying 

 

2007 年 6月に作成された長期的な人材育成計画によって、在外事業強化費による英語研修の実

施（約 20 名、業務時間外や OJT 形式、詳細は活動 1-3 参照）ウドンタニでの日本語教師養成セミ

ナー参加（1名）、NUOL 及び LJC 負担による NUOL・Education Management コース（教育学、学校

の運営管理手法や教育法規等を学ぶ）修士課程への入学（1 名、Mr. Somixay TEXO、 日本語コ

ース課長）が実現した。しかしながら、全員の研修を実施するには、JICA、LJC、NUOL からの予

算措置だけでは困難である。また、他国奨学金制度等の利用も検討されたが、多くの場合それら

に応募するだけの英語力が不足している。 

現地調査において総務機能の強化が必要との意見が LJC 内の各部署・マネジメント層などから

聞かれたが、これについても個人別の人材育成計画に基づいて総務の機能強化が検討されている。

具体的には、（総務を中心とする）一部の C/P 及びスタッフについては、英語によるコミュニケ

ーション能力が十分ではないことが確認されたが、これに対しては、前述の英語研修機会の提供

といった、自己研鑽の仕組みによる対応が行なわれている。 

その結果、英語については、総務班においては業務上必要最小限のコミュニケーション力が向

上したという意見が聞かれた。また英語研修機会の提供によって、相互理解班においては、外国

人向けイベントのインストラクション（口頭指示・レジュメ作成）力が向上した。また、日本語

教師養成研修によって、日本語班のスタッフの教授力及び日本語運用能力の向上がみられた。な

お、もう一つの人材育成計画の成果である、Education Management コース修士課程へ入学者につ

いては、現在初年度のため、まだその結果を測定することは困難である。 

 

＜活動＞ 

活動 1-1 ベースライン調査を実施する。 

2007 年 12 月に行われた日本センター事務局業務の一環としての「運営管理システム導入のた

めの調査」において、業務フロー解析がなされた。この調査の提言に基づき、業務フローの見直

しやオンライン処理化、情報管理インフラの整備等もなされつつある。 

 

活動 1-2 経理システムを含む運営管理体制を確立し、機能させる。 

案件開始当初は、必ずしも適切に行なわれていなかった領収書等の書類管理を徹底し、領収書

に基づいた出金管理など、紙による処理は大幅に改善された。 

また、上記 1-１に述べた日本センター事務局から派遣された調査団による提案に基づき、パソ

コンを利用したより効率的な運営管理体制を構築するため、ネットワーク及び IT機器等情報管理

インフラに係るメンテナンス契約を地元業者と締結した（2008 年 5月）。この契約には、専属シ
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ステムエンジニアの LJC への派遣及びセンタースタッフへの OJT 研修等が含まれており、パソコ

ン運用能力の向上、業務フローの実践・改善ならびに事務の効率化・簡素化等も成果として期待

される。 

さらに、総務・経理部門の強化を図るため、新たな人材を 1 年間の期間限定で採用した（2008

年 5 月）。同人は日本で 5年間インターネットを中心とする IT を学んだ経験があり日本語もでき

るので、今後同人を中心に据え、適宜本邦（日本センター事務局システムエンジニア）からの指

導・助言を仰ぎつつ、総務・経理及びセンター全体の運営と情報管理体制を構築していくことと

なっている。 

これまで班長以下、一般スタッフの入れ替わりが少なからずある中で、多くの場合、業務遂行

に係るノウハウや情報が個人にのみ蓄積され、総務部全体として蓄積されてこなかった面がある。

これを改めるため、スタッフの業務分掌を明文化した。これによって責任の所在を明確にでき、

スタッフの自分の仕事に対する意識の向上と責任感を持たせることができた。さらに将来は「業

務マニュアル」を作成していくことを、部門内打ち合わせなどで確認している。 

また、ラオス側の努力により組織改革に係る様々な活動（課･班の統廃合、業務分掌見直しなど）

がなされている。たとえば、総務部門内を会計、IT 機器、渉外の三つの課に改訂した。また、最

近では総務部門の強化を図るために、総務部門担当をソムチャイ副所長からマニソット所長に移

し、ソムチャイ副所長が相互交流、広報、図書を総括するように変更した。 

 

活動 1-3 スタッフ研修を実施する。 

LJC スタッフの人材育成計画（2007 年 6 月に作成された長期的な人材育成計画を含む）に基づ

き、JICA 本邦研修（投入実績 25 名のうち LJC スタッフ 13 名）、国際交流基金の日本語研修(4

名)、タイでの大学における日本語教師研修（1名）、またセンター内や外部機関での英語（約 20

名）及び実務研修等（経理、PCM，図書、英語の 4種類 8回）を実施した。これらの研修の成果に

ついては、前項の指標に述べたように、効果が発言しているという意見は日本人専門家や C/P な

どから多数確認された。 

また、IT 及び施設の電気・電子関連の保守管理については、それぞれ専門業者に外部委託して

いるが、定期的な保守点検等の作業を通じて、LJC 担当スタッフに対して OJT 形式での技術移転

を行うこととしている。 

LJC スタッフへの英語研修については、2007 年 12 月に研修内容・形態・対象者・期間等の見直

しを行った。この研修は、総務班を対象とした OJT による初級実務英語研修、相互理解班を対象

とした(事業担当者別)中級実務研修、班長レベル対象の英作文研修の 3 つに分かれているが、今

後は予算的制約も考慮し、センターの自己収入を活用し、LJC スタッフへ語学手当（日本語と英

語）の導入（2008 年 6 月 1 日から実施）を含む、より高いインセンティブを与えることとした。

併せて班長以上の C/P 及びスタッフに対しては、超勤手当をやめ、役職手当を導入することとな

った。これにより、一定の所得水準確保のために超過勤務を行う必要がなくなったため、自己研

鑽のために業務時間外を有効に利用できることが期待されている。（注：ラオスでは勤務先の基

本給のみでは生活維持が困難で、通常勤務の後にアルバイトで生活費を補填するケースが多い。

LJC では、センター外でアルバイトをするのではなく、超過勤務手当てで生活費を補うことが通
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常化していた。） 

 

活動 1-4 定期的に運営管理体制をモニタリング評価する。 

ラオス側及び日本側別々に毎週一度の割合で諸々の活動の進捗状況の確認とその問題点を正確

に把握する機会を設けている（毎週月曜開催の「連絡会」）。また、プロジェクト全般の進捗状

況については毎月 1 回のラオス側との定例会議（Joint Meeting）及びラオス JICA 事務所担当所

員を含めた LJC Top Management Meeting の場においてモニタリングしている。なお、ラオス側も

月 1 回の“Lao Staff Meeting”を行っている。このような仕組みにより、活動の進捗把握、問題

点の抽出、業務改善に役立っている。 

さらに、上記の協議結果等は半年（6 月、12 月）に一度、ラオス国立大学副学長（プロジェク

トスーパーバイザー）、教育省国際協力計画局長、LJC 関係者、日本大使館担当書記官、JICA ラ

オス事務所長・担当所員及び JICA 専門家等の関係者が一同に会する合同調整会議（JCC）で審議

され、プロジェクト進捗の全体的なレビュー/計画変更・修正/評価に反映されることになってい

る。 

以上のような体制により、各々のレベルごとの協議・意思決定メカニズムが構築されている。 

 

3-2-2 アウトプット 2：ラオスの民間人材を対象とした実践的ビジネスコース並びにビジネス分

野サービス（工場診断、起業家育成（インキュベーション機能）、ビジネスマッチング）が提供さ

れる。 

＜概要＞ 

ビジネス部門は、基本的にラオス側人材によって運営管理されている。これは、フェーズ１か

らの知見の蓄積により、事業の企画・立案・実施・評価の一連のサイクルが基本的にラオス側の

みで自立的に行われていることによる。これに対して日本側の投入は「実践的な経営スキル・手

法」に絞って行ってきた結果、理論と実践のバランスの取れたカリキュラムを提供できるという

比較優位性を確立しつつある。当初想定された省庁等との連携についても、セミナーやコンピュ

ータコースの提供により、一定の評価と地位を確立することに成功している。 

 他方、事業マネジメントに対して必ずしも十分な投入を行なってこなかったことに起因すると

思われるマイナスの要因も確認された。具体的には、2007 年度に入ってラオス側による座学コ

ースの受講生が減少した、ということである。これに対し、2008 年 2月には日ラで協働して問題

解析を行い、コースカリキュラムを改訂した。更に、ラオス側のイニシアティブにより 2008 年 9

月からは MBA コースが経済経営学部と LJC によって開講予定となっており、より高度なビジネス

人材の育成が行なわれることが期待される。 

 一方、市中に類似機関が増加しつつあり、より一層の競争力強化が必要であるので、より効果

の高いサービス提供のための実施体制（日本側を含む）の構築が必要である。 

以下に対処方針会議で定められた 2つの指標、ならびに関連する活動の実績について述べる。 

 

＜指標＞ 

a ビジネス分野の活動の数と種類 

b 省庁・商工会議所などと連携し提供された活動の有無 
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  これまでに実施されたビジネス分野の活動の数と種類は次の各表に示すとおりである。 

 

ラオス側による座学コースの参加者数 

基礎コース 上級コース その他コース 
年度 

回数 人数 回数 人数 回数 人数 

人数計

2005 2 302 2 528 6 205 1035 

2006 2 112 2 143 15 471 726 

2007 前半 1 31 1 32 

2007 後半 2 22 - - 

4 60 145 

合計 7 467 5 703 25 736 1906 

  

上の表に示されるように、ラオス側による座学コースは、2007 年度前半（2007 年 6月）までは、

基礎コースと上級コースで構成されていた。これらのコースは、期間は 4ヶ月間で、それぞれ 8

科目が設定されていた。コース参加者を対象としたニーズ調査や人気度調査の結果に基づいて、

いくつかの科目については、入れ替えが行われている。下の表は最新版をしめす。2007 年度後半

（2007 年 9 月）からは、それまでの 4 ヶ月間の基礎コースに相当するものとして、2-4 週間の集

中講座が行なわれるようになり、4ヶ月間の上級コースに相当するものは廃止し、現在 MBA への

変更を計画している。 

 

ラオス側による座学コースの内容 

 基礎コース 上級コース 

1 コンピュータ 管理会計 

2 一般財務 人事管理 

3 一般会計 経営戦略 

4 組織行動 起業家精神 

5 ビジネス法律 ビジネス英語２ 

6 マーケティング基礎 企業財務 

7 ビジネス英語１ マーケティング管理 

8 プロジェクトマネジメント マネジメント情報システム 

 

日本側による実践的コースの参加者数など 

生産管理コース 実務スキルコース その他コース 現場指導 
年度 

回数 人数 回数 人数 回数 人数 社数 

2005     2 22  

2006 1 26 1 10 1 50 2 

2007 2 51 2 55 0 0 8 

合計 3 77 3 65 3 72 10 
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ラオス側によるコンピュータコースの参加者数など 

年度 2007 2006 2005 合計 

回数 7 3 5 15 学生向け基礎コース 

人数 108 67 107 282 

回数 2 1 2 5 学生向け中級コース 

人数 33 17 46 96 

回数 9   9 学生向け上級コース 

人数 120   120 

回数  2 4 6 政府機関向け基礎コース 

人数  38 73 111 

回数  2 4 6 政府機関向け基礎コース 

人数  39 77 116 

回数 6 4 1 11 その他 

人数 94 63 26 183 

人数計 355 224 329 908 

 

コンピュータコースにおける主な内容 

コース 内容 

基礎コース Basic Usage of MS Word and Excel 

中級コース Usage of PowerPoint and Internet-Email-Search Engine 

上級コース Hardware/Software installation, Maintenance & Troubleshooting,  

MS office PowerPoint & Using of Internet 

Developing and designing of program by Microsoft Access 2003 

 

 これまでに実施された省庁・商工会議所などと連携し提供された活動については、一般ビジネ

スコース（表中のその他コース）とコンピュータコースの双方で行なわれてきている。一般ビジ

ネスコースとしては、省庁や民間企業を対象とした市場経済を紹介するセミナーは 28回実施され

た。ラオス側による座学コースとしては、一般ビジネス講座、ラオスにおける中小企業の現状と

課題、人的資源管理とリーダーシップなど、日本人講師によるものとしては、起業支援教育（AOTS）、

商法セミナーなどがある。また、保健省をはじめ、商工省、労働省福祉省、内務省、国家建設戦

線などの幹部ならびに職員を対象とした HR Management, Access to International Market など

のセミナー(各 1 回）や、JICA 専門家が実施した特別セミナー3 回が含まれる。一方、コンピュー

タコースについては、上の表に示されたように行なわれてきた。しかし、省庁に対応した講座は

授業料が無料あるいは格安となるケースが多く、収支改善のため、2007 年度は実施しなかった。 

 

＜活動＞ 

活動 2-1 ビジネス分野の活動の年間実施計画を策定する。 

フェーズ 2 開始以前に実施したニーズ調査に基づき、LJC のスタッフが計画案を作り、FEBM の
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講師のアベイラビリティなどを勘案して、最終案が策定されている。また、実施計画策定に当た

っては、受講生からの評価に基づいたカリキュラムの改編等が行われている。たとえば、基礎コ

ースならびに上級コースにおける「ビジネス英語」は受講生からのアンケートにより新たに設置

された。 

 

活動 2-2 年間実施計画に基づきビジネス分野の活動を実施する。 

上に述べたビジネスコースの実績は、年間計画に沿って実施されている。但し、前述のように、

本フェーズ中にラオス側による座学コースの受講生が減少するという事態が生じた。これについ

ては、日ラで協働して問題解析を行い、抜本的なコース変更によって対応することとなり、現在

そのための準備と移行活動を行なっている。具体的な課目や回数などは＜指標＞の項で説明済。 

 

活動 2-3 関係機関（ラオス商工会議所や経済関係省庁等）と連携し、市場経済に関連する特別コ

ースを提供する。 

 ＜指標＞の項で説明済。 

 

活動 2-4 ラオス国立大学経済経営学部との連携体制を強化する（夜間コースへの編入制度確立等）。 

ビジネスコースのうち、座学コース（上級コース及び基礎コース）については、主に FEBM から

の講師派遣（延べ 32 人のうち 70％が FEBM、20％が LJC、10％が学外）によって運営されている。

LJC と FEBM との定期的な会合は行われていないが、コミュニケーションは緊密であり、協議・打

ち合わせは頻繁に行われている。昨年度から受講生が急減したこと等を受け、本年度より FEBM と

LJC との連携による MBA プログラムを開設準備中である。 

 

活動 2-5 定期的に活動実績をモニタリング評価する。 

受講生全員を対象として、科目別の評価を実施している。各科目の受講生は講師を評価するこ

ととなっており、評価結果は講師にフィードバックされている。これは、受講生からのアンケー

ト用紙を LJC のビジネスコーススタッフが取り纏めて分析し、次回コース開講前までに関係する

講師陣を交えたミーティング等の場で共有することによってコースに反映させていた。 

 

 

ラオス側の受講生による評価は定性的なもので、日本側の評価は定量的なものが主である。前

者では、「効率よく学べた、機器もカリキュラムもよく他のプログラムも学びたい、会社に役立

つ知識を得られた」、などポジティブな意見もあるが、「もっと討議や受講生とのインターラク

ションが必要」といった教授形式の改善、「もっとケーススタディ、例、実務的なスキルが必要」

といった内容の改善、また「学位や認定される単位を希望する」といた資格に関する要望なども

見受けられた。 

他方、日本人側の講座に関するアンケート結果は下記のとおりであった。これによると、ほと

んどが 90以上で、全体的に評価はかなりよいものの、コースの期待値と満足度が相対的に低いこ

とがうかがわれる。これは講座期間が短いことが一因と考えられる。 
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受講生の評価（100 が最上） 

評価項目 生産管理１ 実務スキル１ 実務スキル２ 実務スキル３ 

コース全体の評価 92 98 98 93 

コースの期待値と満足度 84 96 90 83 

講師の専門性 98 100 98 96 

講義のわかりやすさ 92 98 94 90 

 

また生産管理 2 と 3 では、教える項目に関する自己申告による理解度の、受講前と後の比較を

行なっていた。それによると「5：よく理解でき、詳細の説明ができる」「4：理解できるが少し

しか説明できない」「3：言葉は知っているが、説明できない」「2：以前にきいたことはある」

「1：知らない」の 5段階で、生産管理 2 では、受講前では平均が 3.24 と受講後には 4.20 に、生

産管理 3 では、3.82 から 4.38 にそれぞれ上がっていた。 

 

 なお、プロジェクトでは受講後ある程度の時期がたってからの、正式なフォローアップのモニ

タリングは実施していないので、本調査期間中に元受講生（ラオス側による座学コースに対する

元受講生は 5 名、日本側による実践的コースに対する元受講生は 4 名）を対象に、アンケート調

査を行った。その結果の概要は次のとおり。 

1. Text, Lecture, Discussion（行なわれた場合のみ）ならびに Attractive, Easy to 

understand, Practical, Useful for your work について、5段階評価（1.大変よい 2.よい 3.

普通 4．劣る 5．大変劣る）を行なった結果、日本側による実践的コースに対する評価は全て

1か 2であるのに対して、ラオス側による座学コースに対する評価は 8割程度が 1か 2であるが、

残りは 3，4あるいは 5 と評価された。これは一部のラオス側講師の質の低さを示すものと考えら

れる。特に、Useful for your work の設問に対しては、22%が平均もしくはそれ以下と回答し

ていることから、座学コースが実践的な内容となっていないことが推察される。 

2. 「このコースで学んだゆえに、昇進できたと思いますか」という問いに対して、元受講

生合計 9人のうち、8 人がコース受講後昇進したと答え、そのうち 1 人(女性）が起業したと答え

た。この結果を持って、LJC ビジネスコースが実際の昇進・昇給に寄与しているということは早

計ではあるものの、定性的にはポジティブに評価できると推察される。 

3. 「将来同じコースが企画されたら、仲間に受講を勧めますか」という問いに対しては、

9 人全員が「勧める」と答えた。この結果は、ビジネスコースが肯定的に評価されものと考えら

れる。（注：ラオス側による座学コースについては、一人が複数の科目を受けており、上記 1

において、評価の低い科目もあったものの、コース全体では高い評価を得たものと考えられ

る。） 

 

3-2-3 アウトプット 3：LJC がラオスにおける日本語教育の拠点となる（リソースのネットワーク

化を推進） 
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＜概要＞ 

ラオスにおける日本語教育は、援助再開以降まだ歴史が浅く、現地講師の人材育成が急務であ

るが、そのためには少なくとも今後 5～10 年は人材育成による日本語学習者の数と質の向上が必

要と推測される。NUOL 日本語学科とのより一層の連携により、より幅広くかつ高度な人材育成に

よって、拠点としての機能は強化されていくことが期待される。 

 これまでの活動により、ラオス国内及び国外とのネットワーク作りは盛んに行われている。ま

た、LJC が「日本語教育研究会」の事務局となる、LJC が日本語能力試験の実施機関となる、ラオ

ス国内にあるほぼ全ての日本語教育機関（評価調査時点で 11)でも利用されているラオス語教材

の作成も行っている、などから LJC はすでにラオスにおける日本語教育の拠点として機能してい

ると判断される。 

以下に対処方針会議で定められた 4つの指標、ならびに関連する活動の実績について述べる。 

 

＜指標＞ 

a 日本語コースの活動の数と種類 

b 受講生の日本語能力 

c ラオス人教員の指導可能レベル 

d 他関係機関とのネットワークの有無 

     

フェーズ2開始から2007年度末までに実施された日本語コースの活動の数と種類は以下の表の

とおり。 

日本語コースの活動の数と種類 

年度  入門クラス 初級･中級ク

ラス 

能力試験

対策 

受託クラス 教師育成 その他 

回数 1 19 0 1 0 6 2005 

人数 29 283 0 20 0 124 

回数 2 23 2 2 2 19 2006 

人数 75 337 34 26 8 553 

回数 4 16 1 2 1 11 2007 

人数 85 208 16 4 6 307 

人数計 189 928 50 50 14 984 

 

日本語コースの中心的な活動である初級･中級クラスは初級レベル（B1 から B6）ならびに初中

級レベル（In-a から In-c）に分かれ、きめ細かくレベルの設定がなされている。このほか日本語

教師入門クラス、特別クラス（受託授業など）が設定されている。（詳細はミニッツの Annex 6

参照） 

受講生の日本語能力については、初級前半は日本語能力試験 4 級、初級後半は同 3 級合格レベ

ルを一つの目安としている。2007 年にはラオスで始めて日本語能力試験が行なわれた。国（会場）

別の受験者数は公開されているが、合否結果については非公開であるため、これによる評価をす
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ることはできなかった。代替データとして、2007 年の国別の日本語能力試験受験者数を以下のと

おり示す。単純な比較は困難ではあるものの、人口比においても、ラオスの日本語学習者数があ

らゆる層、特に 1級 2 級の中上級層を中心に少ないことが分かる。 

 

ラオスならびに周辺国の国別の日本語能力試験受験者数(2007 年) 

 1 級 2 級 3 級 4 級 合計 

ラオス 6 12 78 43 139 

カンボジア 12 130 359 220 721 

ベトナム 612 3,952 5,360 1,509 11,433 

ミャンマー 191 836 1,028 490 2,545 

出典：国際交流基金HP より 

 

LJC の日本語教員に関しては、日本人を含む日本語セクションの合計 10名のうち、ラオス人教

員は 4 名（内 1 名留学中）、ラオス人教員補が 2 名、邦人講師等が基金専門家も含めて 4 名であ

る。ラオス人教員のうち一番レベルの高いラオス人教員（ソミサイ課長）が B6までを教えられる

が、日本語能力試験の認定証は取得していない。留学中の 1 名ならびにソミサイ課長を除く 4 人

（2 名の教員ならびに 2名の教員補）は、日本語能力試験 3級の認定証を取得している。 

このように教員レベルの育成が進んでいないことは LJC 特有の問題ではなく、ラオス全体の日

本語教育が教員輩出の段階、具体的には 2 級以上の資格保有者のレベルに達していないことによ

ると思われる。LJC 専門家及び NUOL 日本語学科専門家の共通した認識として、現在の LJC 中級ク

ラス（一般的レベルとしては初中級）までを教えるためには、2 級取得者が教員として必要であ

り、そのためには少なくともあと 3～5年は必要であるとのことである。理由としては、既述のと

おり、LJC 日本語教員のうち 1 人は現在 Education Management コース修士課程受講中であり、1

人は日本に留学中である。2人のスタッフ教員は現在初級第 1段階前半のみ受け持つことができ、

今後 OJT により初級 6 段階を教えられるように教育するのに少なくとも 3 年は必要である。2 人

の教員補は本年、日本語学科を卒業予定であり、これから教師経験を積む段階にあるため、更に

長い期間が必要である。また、日本語学科卒業生は今年度が第一期生であるため、専門的に日本

語教育を受けた学生はこれから増加していくこととなる。このため、これらの人材が日本語教員

として活動できるようになるためには上述の期間が必要という判断である。 

他関係機関とのネットワークについては、LJC が「日本語教育研究会」の事務局となるなど、

ラオス全体の日本語教育ネットワークの構築を積極的に図っている。また、NUOL 日本語科との関

係は、双方が同一キャンパスの徒歩圏内に位置していることもあり、最も緊密に連携している。

具体的には、LJC の教室を日本語学科の授業で使用していること、日本語学科在校生(5 年生）2

人が LJC のスタッフ（教員補）として勤務していること、などである。 

 

＜活動＞ 

活動 3-1 ラオス国立大学の日本語教育に係る包括的戦略、年間実施計画を策定する。 

現在、LJC が NUOL 全体の戦略や年間計画を策定する立場にはないことから、本項目の活動は行
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われていない。 

2003 年に開設した NUOL 日本語学科は今年度中に第一期生が卒業する。当初想定されていたデ

マケ通り、LJC は市民・学生という広範囲なターゲットに対して、日本語の普及を行っていくこ

とを主たる目的としているのに対し、NUOL 日本語学科は、将来ラオスにおける日本語教育･日本

研究の中心となるような専門的人材を育成することを目的としている（ただし、既述のとおり、

現段階ではラオスの日本語教育はこれらのデマケを意識して各機関の役割を明確にしていくほど

成熟していない。）参考までに、NUOL 日本語学科にはラオス人教員４名、国際交流基金派遣専門

家 2 名がおり、80 名（1 年生 25 名、2 年生 14 名、3 年生 12 名、4 年生 20 名、5 年生 9 名）が在

籍している。 

年間計画については、LJC で実施するコースの計画は策定されている。 

 

活動 3-2 日本語コースを実施する。 

2006 年 9 月より、初級カリキュラムを改訂（学習項目の充実）し、学習時間数（300 時間から

450 時間）、学期制（年間 3 学期制を 2 学期制に）も変更した。その結果、より体系化されたカ

リキュラムで、よりきめ細かに受講生の進度を確認できるコースを実施してきている。他方、中・

上級者向けの体系的なコースはまだない。これは、既述のとおりラオスにおける日本語教育が始

まったばかりであることが主たる要因である。 

また、相互理解促進事業との連携として、2007 年に「日本語で日本料理を学ぼうクラス」を実

施し、その後、日本語教材としても使用できる日本料理テキストブックを作成している。その他、

ラオスへの進出日系企業のラオス人社員向け日本語集中クラス、JDS 訪日前日本語クラス（希望

者のみで、有料）等を実施している。 

 

活動 3-3 日本語教師研修を実施する。 

2006 年 1月より「日本語教師入門クラス」を継続実施している。また、外部講師招聘による日

本語教師研修会を 2006 年度、2007 年度に各 1 回実施した。さらに、国際交流基金バンコク日本

文化センター主催による日本語教師研修会に、2006 年度 2 名、2007 年度 1 名、2008 年度 1 名を

派遣したほか、タイ国ウドンタニ県にて実施している中等教育日本語教師土曜研修（2007 年 6 月

～2008 年 2 月）に 1名を派遣した。また、近隣国におけるノンネイティブ教師の授業参観を 2006

年度 1回、2007 年度 1回、2008 年度 1回、専門家に同行する出張ベースで実施した。 

 

活動 3-4 市中民間日本語学校やアセアン諸国内の日本語教育関係者との人的ネットワークを形成

する。 

ビエンチャン市内の日本語教育関係者とともに「日本語教育研究会」を組織し、2～3 ヶ月に 1

回、研究会を開催している。また、日常的にメーリングリスト（ML）によって情報・意見交換を

行っている。なお、同研究会には、タイ東北部の日本語教育関係者も参加している。同研究会、

ML については、LJC 専門家が事務局機能を担っている。また、2008 年には第 5 回の日本語スピー

チ大会を大使館及び他の日本語教育機関と連携して開催した。今後も年 1回開催する予定である。

さらに、タイ、カンボジア、ベトナムの関係者をスピーチ大会審査員、日本語教師研修会講師と
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して招聘、専門家が近隣国のセミナーに出講するなど、人的ネットワークが形成され活用されて

いる。 
 

活動 3-5 LJC が実施する教師セミナーや教材提供を通じ、ラ国内の日本語教育関係者との相互連

携を促進する。 

 外国語を学ぶことは異なる文化的背景を持つ国同士がコミュニケーションを図るための基礎で

ある。LJC の活動からもたらされたインパクトの一つは、LJC が作成したラオス語で書かれた教科

書を提供していることである。LJC が作成した初級教材である『みんなの日本語』ラオス語版、

入門教材『はじめましょう！にほんご』は、ラオス国内にあるほぼ全ての日本語教育機関（評価

調査時点で 11)でも利用されている。 

また、LJC が実施する日本語教師研修会には、ビエンチャン市内のみならずタイ東北部からも

日本語教師が参加している。 

さらに、LJC が日本語能力試験の実施機関となるために、ラオス教育省、ラオス国立大学、日

本大使館、日本人会、元日本留学生会等の関係諸機関の合意のもとに、2006 年に試験実施協力委

員会を設立した。2007 年 12 月より試験を開催し、ラオス人日本語学習者が世界標準の能力認定

を獲得できるようになった。また、今後、試験を毎年継続実施する体制を構築した。 

なお、LJC での日本語コースが開始されてから、ラオス国における日本語学習者並びに日本語

教師の総人数が急激に増加している。 

 

ラオス国の日本語学習者（教師）数 

年 学習者総数 教育機関数 

1998 80(6) 3 

2003 493(24) 6 

2008 530(24) 11 

注： 括弧内の数字は、日本語教師の人数 

出典： 1998 年ならびに 2003 年はフェーズ１終了時評価調査よ

り。2008 年は日本語専門家作成資料より。 

 

活動 3-6 日本語コース参加者向けに自主学習に適した自習用教室の新設や自習用教材を開発する。 

2005 年 9月より、LJC 日本語コース受講生を対象とした自習室を開設した。視聴覚機器、図書、

CD、DVD を投入し、順次整備を行っており、授業の合間なども含めて、コース参加者に利用され

ている。なお、開室時間中には、教員 1 名が受講生各自の質問に答え、きめ細かに指導する体制

となっている。 

既述の入門教材『はじめましょう！にほんご』は自習用教材として開発されたものである。 

 

活動 3-7 定期的に活動実績をモニタリング評価する。 

各学期末に、受講生全員を対象として、アンケート調査を実施している。結果は、スタッフミ

ーティングなどを通じて、教員全体で共有され、カリキュラム、授業活動、教材の改訂等に利用

している。 
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 受講生のアンケートは、コース内容、教師やコースに対する満足度、日本語は役に立つか、「話

す・聞く・読む・書く」のうちどれに力をいれたいか、クラス以外で日本語を使う機会があるか、

次期も日本語の勉強を続けたいか、その他のコメントなどを調査している。アンケートは全ての

レベルに対しておこなわれており、当然レベルによって回答が異なるものもあるが、一般に次の

ようなことが言える。 

 コース内容については、上のクラスになると Oral Practice が少ないという意見が目立       

てくる。 

 教師やコースに対する満足度については、3段階評価の中で最上位の回答が大部分である。 

 日本語は役に立つかについては、ほぼ全員が Yes と答えている。 

   話す・聞く・読む・書く」のうちどれに力をいれたいかは、まちまちであるが、話すが一   

番多いクラスが多い。 

 クラス以外で日本語を使う機会があるかについても、まちまちであるが、上のクラスのほ

うで Yes が多くなる傾向がみられる。 

 次期も日本語の勉強を続けたいか、についてもほぼ全員が Yes と答えている。 

 その他のコメントについても、まちまちであるが、上のクラスのほうでは日本への留学制

度を望む声が増えてくる。 

 

3-2-4 アウトプット 4：両国民間の相互交流システムが構築され、活動が活発化される。 

＜概要＞ 

各種活動結果や本調査のインタビュー調査から判断するに、両国民間の相互交流システムが構

築され、活動が活発化されているといえる。相互理解促進の活動についても日本語部門と同様、

すでに日ラの交流の拠点としての地位を確立している。これは、追随する他の類似機関が存在し

ないことも理由のひとつではあるが、それ以上に着実な活動実績により、交流拠点としての LJC

の認知度が市民だけでなく政府にも浸透しつつあることから判断される。さらに、マスメディア

を通じた広報活動により、LJC の認知度も向上していると判断される。 

 現在、日本の大学との連携強化やラオス人に対する日本への留学情報の提供など、さらに高度

な機能付加が行われつつある。相互理解促進の拠点として LJC の役割は増大していくことが想定

される。 

以下に対処方針会議で定められた 3つの指標、ならびに関連する活動の実績について述べる。 

 

＜指標＞ 

a 相互理解促進のために提供されたサービスの数と種類 

b 相互理解の促進度 

c LJCホームページへのアクセス数 
 

LJC は、ラオス国民と日本国民間の相互理解の促進並びに関係強化を図っており、日本の

理解を促進させるために、日本の映画上映会や日本文化紹介教室（書道、茶道、踊り、日本

料理）などを、またラオスの理解を促進させるために、ラオス援助研究会やラオス伝統文化
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講習会、フルーツカービングなどを実施している。フェーズ 2開始から 2007 年度末までに実施

された、相互理解促進のために提供されたサービスの数と種類は以下のとおり。（詳細はミニッ

ツの Annex 7 参照） 

 

相互理解促進のために提供されたサービスの数と種類 

年度 2007 2006 2005 

項 目 
実施回数

（回） 

参加者数合

計（人） 

実施回数

（回） 

参加者数合

計（人） 

実施回数

（回） 

参加者数

合計（人）

日本映画上映 9 646 13 1,057 7 477 

ラオス援助研

究会 

9 113     

ラオス伝統文

化講習会 

12 327 31 993 14 1,422 

フルーツカー

ビング 

16 250     

折紙講習会 10 225     

着付けコース 2 17 1 5 4 20 

茶道コース 5 110     

その他  8,221  1,887  779 

延べ人数  9,926  3,942  2,698 

 

理解促進度に関しては、定量的な資料がなかったため、現地調査においてインタビュー形式の

定性的サンプル調査を行った。調査対象は、ＴＶ会議による日ラ高校生の相互紹介の授業を体験

した高校生と副校長、折り紙講習会参加者、日本料理参加者であった。調査対象者は全て複数回

のイベントに参加した、あるいは参加予定をしている。また折り紙講習会参加者は LJC で習得し

た折り紙の知識で、小学校で折り紙を教えている。また、調査団滞在中に行われた日本語祭り・

折り紙コンテストに参加した大学生、小中学生についても、（日常の刺激が少ないといわれるラ

国において）イベントの参加とその準備過程を通じた日本語及び日本文化の理解は、かなり促進

されたことが推察された。このように、相当程度の理解促進が図られていると評価できた。 

LJC ホームページへのアクセス数については、大学サーバーの問題あるいはアクセスのカウン

ターが取り付けられていない、といった技術的な問題により実施されていない。 

 

＜活動＞ 

活動 4-1 相互理解活動に関するニーズ調査を行う。 

ニーズ調査は 2006 年 3 月、6 月にビエンチャン、2007 年 7 月にルアンパバーンで実施された。

前者ではラオス人、日本人の双方に対してアンケート調査を行い、そこで得た情報をもとに、今

後の実施方針を立てた。具体的には在留邦人の相互理解促進事業へのニーズは、ラオス文化紹介、

ラオス語講座、ラオスに関する講演会、ラオス人との交流会など、主に 4 分野が上げられた。こ

れに基づき、ラオス紹介事業（文化紹介、交流会、講演会）を定期的に実施することとなった（実

施結果は前の表のとおり）。またラオス語講座は将来の検討課題とされた。一方、ラオス人側に

は、技術、手工芸品、教育、踊りなど多岐にわたり、日本の情報がほとんど入っていないことが

判明した。日本紹介セミナーの開催や日本の情報の配信などを行い、センターは「日本の紹介窓
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口」というイメージを作っていくこととなった。後者はネットワーク構築も目的としていたため

出張面談で行ない、ネットワーク構築のほか今後の活動の可能性を探った。 

2008 年は日本国内の関連機関を対象に、日本センターに対するニーズ調査を行う予定。       

 

活動 4-2 日本・ラオス両国に関する情報を収集し提供する。 

ラ国側の情報収集に関しては、情報文化省からの協力も得るなど、他機関との連携も図られて

いる。因果関係は必ずしも明確ではないが、これと前後して日本からラオスに関する一般的・学

術的な問い合わせも毎月のように受けている。ラ国側に対する日本情報の発信については、既述

の各種イベントによる紹介のほか、図書室事業を通じた日本、ラオスに関する書籍及び視聴覚ソ

フトの収集、提供を行っている。 

 

図書室の蔵書数など 
年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

書籍 600 1,296 4,360 7,044 9,040 10,373 11,082
VCD/DVD/VD 35 130 530 867 867 1,749 1,940
スタッフ(人) 1 3 5 9 10 10 7

注: 2007 年にスタッフ数が減少したのは、防犯システム、本の修復機、バーコードによる本

の管理システムの導入などによる効率化による。 

 

また、両国の最新情報については、日本関連機関、ラオス関連機関から日本、ラオスに関する

資料・情報を収集し、LJC ニュースレター（発行：四半期毎）や HP(更新：2 週毎）を通じて定期

的に提供・発信する体制が整備されている。さらに、テレビ、ラジオ、新聞といったマスメディ

ア媒体を通じた情報提供・広報も活発に行われており、広報に関する統計を取り始めた 2006 年 8

月から新聞掲載（66 回)、ラジオ放送(39 回)、テレビ放送(7 回)がなされている。（詳細はミニ

ッツの Annex 8 参照）その他、ラオス・日本双方をそれぞれ紹介するセミナーや研究会の開催を

通じた情報提供も行っている。 

 

活動 4-3 LJC の施設を活用し、場の提供を行う。 

LJC 施設を利用したイベントの企画・実施を年 100 件以上（2006 年、2007 年とも）実施してお

り、図書室利用者（メディアルーム利用者、視聴覚室利用者、メンバーシップ発行数）などを

下の表に示す。表において 2006 年、2007 年と連続して利用者数が減少しているのは、図書のバ

ーコードシステム導入などにより、図書館を閉鎖した期間があったからと思われる。また、この

ほか新しい図書があまり増えないことや、日本語関係の本や CDを、日本語の自習室に移動したこ

ともその原因と考えられる。2008 年からは、ラオス国立大学文学部日本語学科の日本文化授業の

一部を実施し、LJC セミナー室、文化室（茶道）を使用して授業を行っている。 

また、日本の高等教育機関と連携した活動も積極的に行われており、学習院女子大学との大学

協定アレンジ、（専修大学、明治学院大学、奈良女子大学他も含めた）スタディーツアーの受け

入れなどを実施している。さらに今年度は留学フェア（2008 年 6月）、インターン生受け入れ（2008

年 8 月）が予定されている。この他、日本の国立高等専門学校機構を通じた日本、ラオス人高校

生交流プログラムの実施（過去 1 回、次回 2009 年 3月予定）、兵庫県立今津西宮高等学校とラオ
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ス・ポンサワン高校生のテレビ会議（授業 1 学期計 3 回）、明治大学からの定期的な書籍の寄

贈（過去 3回）なども行われている。 
 

フェーズ２における年度ごとの各施設利用者数 

年度 2005 2006 2007 

メディアルーム利用者 29,076 26,592 20,191

視聴覚室利用者 20,884 12,170 11,602

メンバーシップ発行数 1,065 977 808

 

活動 4-4 LJC のビジネス分野と日本語教育分野との連携を強化する。 

ビジネスコースとの連携に関しては、ＪＤＳ留学生を対象にした日本紹介セミナー(2007 年と

2008 年に各 3回）や、日本人スタディーツアー参加者へのラオス企業や日系企業訪問のアレンジ

(各 1回）、日本語コースとの連携に関しては、日本料理トレイナー要請コース（「日本語で日本

料理を学ぼうクラス」）の実施(2007 年に 20 回）や日本料理本の共同作成、日本語祭りとの共同

など各種協力を行った。 

 

活動 4-5 定期的に活動をモニタリング評価する。 

週 1 回の相互理解促進事業ミーティング（ラオス人、日本人）、月 1 回の LJC 全体ミーティン

グ（ラオス人のみ）を開催している。また、約半年毎に相互理解促進事業室全体で、過去の実績

を踏まえた次期 6 ヶ月の計画策定会議を実施している 

 

3-3 プロジェクト目標及び上位目標の達成状況 

3-3-1 プロジェクト目標 

（1）ラ国の市場経済化に対応する人材育成を推進するためのサービスが LJC によって提供される。 

日ラ双方の協力の下で提供されているビジネスコースは、理論と実践のバランスが取れており、

定性的にはポジティブな評価とすることができる。一方、ラオス側による座学コースの参加者の

減少に代表されるように、定量的にはより一層の努力が必要であると判断される。競合機関に対

する比較優位を維持するためにも、引き続き日ラによるより緊密な実施体制の維持・強化が必要

と思われる。また、昨今の日系企業の進出に伴い、日本語人材の需要も増加することが期待され

るので、ビジネスと日本語両部門の連携による人材育成が重要である。 

 

（2）相互理解を促進する活動に参加するための情報と機会が LJC によってラオス・日本両国の国

民に提供される。 

各種調査の結果、相互理解を促進するための情報と機会は相互理解促進部門と日本語部門の活

動を通じて、すでにラオス側に提供され、それらを維持・発展させる仕組みもできつつある。ま

た、日本に対する情報提供機能も一定程度果たせていると判断できるため、プロジェクト目標は

ほぼ達成されたと判断できる。プロジェクト目標のいっそう確実な達成のため、ラオス国内の他

機関とのより一層の連携強化と日本に対するラオスの情報提供・発信の機能強化が期待される。 

なお、双方の目標に共通的な指標として、2006 年度ならびに 2007 年度の LJC 利用者数は次の
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通りである。フェーズ 1開始時点からのＬＪＣ訪問者の総計は約 26万人で、年平均約 4万人とな

る。 

 

2006 年度 LJC 利用者数 

部署・コース･事業 期間 人数 

図書・視聴覚室 2006 年 1月-12 月 38,762 

日本語コース(1 学期） 2006 年 9月-2007 年 2 月 170 

日本語コース(2 学期） 2007 年 2月-7 月 133 

ビジネスコース(第 14 回） 2006 年 2月-6 月 162 

ビジネスコース(第 15 回） 2006 年 9月-12 月 98 

コンピュータコース 2006 年 1月-12 月 435 

相互理解事業 2006 年 1月-12 月 3,800 

  合計人数 43,560

 

2007 年度 LJC 利用者数 

部署・コース･事業 期間 人数 

図書・視聴覚室 200 年 1月-12 月 31,793 

日本語コース(1 学期） 2007 年 9月-2008 年 2 月 109 

日本語コース(2 学期） 2008 年 3月-7 月 98 

ビジネスコース(第 16 回） 2007 年 2月-6 月 76 

ビジネス短期・セミナー等 2007 年 1月-12 月 320 

コンピュータコース 2007 年 1月-12 月 226 

相互理解事業 2007 年 1月-12 月 12,000 

  合計人数 44,622 

 

3-3-2 上位目標 

（1）LJC がビジネス分野においてラオスの市場経済化に資する人材開発のための中核的な役割を

果たす。 

「人材開発のための中核的な役割を果たす」ことに対する量的側面からの目標達成状況につい

ては、設定されている指標に対する認知度調査等を行なう必要があるが、他方で、MBA プログラ

ムの開始などによって、より質の高い人材育成機能を果たすことにより、質的側面での中核的な

役割を指向することは可能であり、現実的と思われる。プロジェクト終了時までの活動次第では、

上位目標の量的・質的な達成に寄与していくことは十分可能であると思われる。 

 

（2）LJC がラオス・日本両国の人々の間に相互理解を促進する拠点として活用される。 

既述のとおりすでに日ラ両国の相互理解を促進する拠点として機能し、活用されていることか

ら、上位目標を達成している可能性が高いと判断される。ただし、今後の類似機関（第三国の支

援による類似機関を含む）のラオスへの進出状況次第では、拠点としての役割が相対的に低下す

る可能性もある。したがって、より一層の機能・体制の強化を図りつつ、拠点としての地位を維

持していくことが期待される。 
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3-4 その他の特記事項 

(1) 意思決定プロセスと組織内の円滑なコミュニケーション 

プロジェクトの進捗には、組織内の円滑なコミュニケーションと意思決定プロセスが不可欠で

ある。本プロジェクトにおいては、活動 1-4 で述べたように、意思決定の各階層において円滑な

コミュニケーションと意思決定の仕組みが日ラ双方の間で構築されており、問題発生の防止や発

生時の速やかな解決に大きく寄与している。また、日本側専門家の適切な指導・運営管理の下で、

C/P 及びスタッフは着実に知識・経験を蓄積しており、プロジェクトの目標達成に向けたプロセ

スは適切かつ円滑に行われていると判断される。 

 今後の、LJC のより一層の体制強化のためには、総務部門を中心とする組織内の総合調整

機能の強化が必要と思われる。具体的には、組織としての意思決定の効率化と組織的な知見

の蓄積、並びに各個人の能力向上（特にコミュニケーションスキルの向上）が必要である。 

 

(2) ラオス政府からの「実施許可」の取得 

ラオスは一党体制であり、社会主義を基本路線としている。このようなラ国の政治的な事情か

ら、ラ国において諸事業を実施していく上で、政府から「実施許可」を得ることが必ず求められ

ている。これは日本に限ったことではなく、外国との交流や事業を行うラオス国内外のどの機関

にも要求されており、このことがラオスにおける各機関の活動の難しさの要因ともなっていると

いえる。 

LJC はこれまでの実績から、関係省とのネットワークがあるため、この作業が比較的スムーズ

に行われてきており、幸いにして、これまでセンターが実施してきた活動に対して、許可が取り

下げになったことはない。このラオス側と日本側の連携（実施許可のレターの作成のノウハウや、

コネクションなど）がないと、諸事業の円滑な実施は困難である。LJC の諸活動、特に相互理解

促進事業は、このような特殊なラオスの国情を背景に、日本とラオスを結びつけるインターフェ

ースとして重要な役割を果たしてきており、日本やラオスからの様々なニーズに応え、双方の人

的・文化的交流を促進、ひいては二国間のさらなる友好関係の構築に寄与することが可能となっ

ている。これは LJC のこれはコア･コンピタンスともいえる財産であり、将来 LJC をどのよう

な形にするにせよ、この財産を維持していくことが、将来に向けた一つの重要な課題である。 

 

(3) ビジネスコースにおける座学コースの受講生数の減少 

ビジネスコースにおける座学コースの受講生数の減少の理由としてプロジェクト側はいくつか

の項目を挙げているが、そのうち主なものは、下記のとおりである。 

 ①ビジネス環境の要因：小さなビジネス社会で、LJC が対象としていた受講者層のほとんどを

この 7年でカバーしてしまった（受講者が一巡した）可能性がある。 

 ②企業側ニーズの変化：より短期集中で、課題特化型の研修を希望するようなった。 

 ③受講者（被雇用者）側ニーズの変化：修了証より学位を指向するようなった。 

それに対して 

①については、単一企業からの参加者が 3 人未満というケースが全体の 6 割であること、さら

に今回受講経験者に行なったアンケート調査で、同様なコースが行なわれたとき仲間に受講を勧
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めるかという問いに対して、9 人中 9 人が仲間に推薦すると答えるなど、必ずしも一巡したとは

言い切れない面もある。一方、「ローカル講師の質が受講生の期待に十分に応えられていないと

いうのが問題の根源である」という仮説が正しいと考える人も複数おり、さらに今回受講経験者

に行なったアンケート調査でも、それを示唆するようなデータ見られる。今後、教授方法も含め、

ローカル講師の質の向上に力を注ぐ必要がある。 

②については、既に期間を短縮したコースを開始しており、これからの受講生の数の推移を注

目したい。 

③については、MBA の開設を準備中であり、これによって新たな顧客層の獲得が可能となるか

注目したい。 

 

(4) MBA プログラムとそれ以外のビジネスコースの科目との関係 

MBA プログラムは、ビジネスコースカリキュラムと相互補完の関係となることが前提となって

いる。3-3 プロジェクト目標の達成状況の項で述べたように、プロジェクト目標 1 については、

定量的に達成するためには今後の努力が必要である。従って、今後 MBA が開催されるに際しては、

MBA とビジネスコースのシナジーなどを追求していくことが肝要である。 

 

(5) 文学部の日本語学科との関係。 

活動 3-1 で述べたように、当初 LJC は市民・学生という広範囲なターゲットに対して、日本語

の普及を行っていくことを主たる目的としているのに対し、NUOL 日本語学科は、将来ラオスにお

ける日本語教育･日本研究の中心となるような専門的人材を育成することを目的としていた。しか

しながら、既述のとおり、現段階ではラオスの日本語教育はこれらのデマケを意識して各機関の

役割を明確にしていくほど成熟していない。今後もこのデマケが有効か、いずれ関係の整理が必

要と思われる。 
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第 4章 評価結果 

4-1 評価 5 項目ごとの評価 

4-1-1 妥当性 

以下に示す個々の根拠から、妥当性は十分にあると判断される。また、関係者への質問票の回

答などからも大部分の人が妥当性はあると判断している。 

 

 (1) ラオス政府の国家開発計画との整合性 

ラオス国においては、1986 年に採択された「新経済メカニズム」の下で、一貫して市場経済移

行を目的とした経済改革が進行中である。さらにラオス政府は、2001 年 3月のラオス人民革命党

第七回党大会において「2020 年までに貧困を撲滅し、発展途上国（LDC）から脱却する」ことを

長期目標として発表し、主要目標として 1) 持続的な経済成長を確保する、2) 国営・民間企業改

革を推進する、3) 全分野における人材開発を促進する、4) 近代的産業開発の支援体制を確立す

る、などが掲げられた。このような状況下、市場経済化に対応できる人材の不足が、国家の重要

課題と見なされており、フェーズ 2 はこれら主要目標の達成に資するものであり、ラオス国政府

の国家政策に整合している。 

また、カウンターパート機関であるラオス国立大学の、プロジェクトに対するオーナーシップ

の強さからも、ラオス側の開発政策との整合性の高さが推し測れる。 

 

（2）受益者ニーズとの整合性 

ビジネスコースでは企業経営者、中間管理者、起業家を主なターゲット・グループとして設定

している。これらのターゲット・グループと実施科目の設定はプロジェクト開始前と実施中のニ

ーズ調査、さらには日常的な PDCA サイクルによるカリキュラムの改編等によって受講者ニーズと

の整合性がとられているとともに、整合性をとるための仕組みが構築されている。 

日本語コースでは、体系的なカリキュラム構成を採用しており、学習進度に応じた受益者ニー

ズとの整合性がとられていると考えられる。 

相互交流については、ニーズ調査によって受益者のニーズ把握とそれに応じた事業計画の策定

が戦略的に行われており、整合性は確保されていると考えられる。 

 

（3）日本側の政策との整合性 

日本政府の対ラオス国の援助重点分野、そして JICA の支援重点分野の一つは「人材開発」であ

る。「JICA 国別事業実施計画 ラオス国」（平成 19 年 2 月版）では、人材開発に関係する重点

分野としては「基礎教育の充実」「行政能力の向上」とならんで「民間セクター強化に向けた制

度構築および人材育成」を上げている。「ラオス日本人材開発センタープロジェクト」はその拠

点として、市場経済化に資する人材育成プログラムと位置づけられている。 

＜プログラムツリー＞ 

-経済成長への支援 

 -民間セクター強化に向けた制度構築及び人材育成 

  -民間セクター強化のための人材育成 
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4-1-2 有効性 

LJC は、ビジネスコース、コンピュータコース、日本語コースの実施を通じて人材開発面で重

要な役割を担っており、ラオス国立大学幹部も LJC ビジネスコースの重要性を認識し、またビジ

ネスコースだけでなく、日本語コース、コンピュータコース、相互理解促進事業についても高く

評価している。 

インターネットや AV 機器等の情報設備の希少性から、メディアルームや図書室等を利用して情

報を得るために LJC を利用する学生・一般利用者は多く、情報発信の拠点としても重要な役割を

果たしている。また、一般民間企業の経営者や従業員を対象とした日本的経験を活かしたビジネ

スコースや広く一般に開かれた日本語コースの実施も、相互理解の促進につながっていると捉え

ることができる。 

本プロジェクトが掲げる 2 つのプロジェクト目標との関係では、目標 1「ラオスの市場経済化

に対応する人材育成を推進する為のサービスが、LJC によって提供される」については、現時点

では成り行きを観察しなければ有効性を判断できない点が存在する。目標 2「相互理解を促進す

る活動に参加するための情報と機会が LJC によってラオス・日本両国の国民に提供される」につ

いては、技術移転や人材育成などについて一層の努力をする必要があるものの、目標は一定程度

達成されていると判断される。 
 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

「ラオスの市場経済化に対応する人材育成を推進する為のサービスが、LJC によって提供され

る」というプロジェクト目標１は主にビジネスコースの実施による達成が期待されている。 

前にも述べたように、本調査において過去の受講者に対する定性的調査をインタビュー形式で

行った結果、9 名中 8 名が、昇進や起業といった具体的な成果に結実したケースも確認され、イ

ンタビュー対象者全員が職場の仲間などに同様なコースの受講を薦めると答えている。また、ビ

ジネス実践的コースにおける経営診断を受けた企業を調査した結果、企業診断の結果を反映した

改善をはじめる企業が出現していた。これらから、ビジネスコースによる目標１への質的達成は

プロジェクト終了時までには期待することができる。 

一方で、量的側面に関しては、受講生の減少がみられ、現段階での活動の成果と目標との関係

を確認することはできなかった。終了時評価に向けたより一層の活動の強化が期待される。しか

しながらこれについては、既述の運営管理体制によって受講者の評価が反映される仕組みが構築

されており、その結果受講者の減少に対してカリキュラムの改編や MBA 課程の設置といった対応

策が迅速に取れるようになっている。 

MBA 課程については、今年度から新規に実施することとなっており、その成果がプロジェクト

目標の達成にどの程度寄与するかという点については現段階で判断することは困難であり、終了

時評価調査において、受講者からの評価結果等から判断することが必要である。 

さらに､ラオスを取り巻く国際的な経済状況は早いスピードで変化しており、これらの変化に柔

軟に対応していくことが、ラオスの市場経済化に対応する人材育成には重要であり、そのための

より一層の体制強化も望まれる。 

なお、昨今の日系企業の進出状況から勘案するに、今後、日本語を使いこなす人材がビジネス
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の分野で活躍する場が増加することが想定される。このため、日本語コースによる人材育成機能

についても、ビジネスコースとの連携等も含めたより一層の体制・機能強化が必要となる可能性

がある。 

「相互理解を促進する活動に参加するための情報と機会が LJC によってラオス・日本両国の国民

に提供される」というプロジェクト目標 2 については、日本語教育、相互理解促進活動、留学生

支援活動などが実施されてきている。ラオス国内にあるほぼ全ての日本語教育機関（評価調査時

点で 11)でも利用されているラオス語教材の作成等も行っていることから、LJC は NUOL の文学部

日本語科と共にすでにラオスにおける日本語教育の拠点として機能していると判断される、相互

理解促進についても 2007 年度において各種イベント参加者数が 1万人近くになるなど、プロジェ

クト目標 2については達成の可能性が高いと判断される。 

しかしながら、これらの部門においては、自立発展性を確保する上で、今後は技術移転を中心

に、LJC の基盤を確固たるものとする必要がある。 

 

（2）成果発現とプロジェクト目標達成の連関 

プロジェクトで想定した 4 つの成果はほぼ順調に発現されつつあると判断できる。プロジェク

トの設計段階で想定したように、4 つの成果が継続的に発現すればプロジェクト目標の達成は十

分に可能だと判断される。実際、これまでのプロジェクト成果の発現にともなって、市場経済化

に必要な人材を育成する上で日本センターが「重要な役割を果たすようになりつつある」ことが

プロジェクト関係者から確認されている。 

 

（3）外部条件の変化・影響 

「ラオスの政治状況が安定しつづけること」や「市場経済化政策が維持される」という外部条

件については目立った変化はなく、これらによる影響はほとんどないと考えられる。 

「NUOL ならびに FEBM が LJC に協力し、講師派遣を行う」という外部条件についても、NOUL の

オーナーシップは強く、これまでのところ問題なく、ポジティブな影響を与えているといえる。 
 
 

4-1-3 効率性 

ラオス側からも人材を中心に積極的に投入がなされ、これらを含めた投入によって成果はあが

っている。またプロジェクトの実施プロセスにおいても、おおむね問題はなく、効率性について

は高いと判断される。 

 

（1）投入 

投入に関しては、ラオス側の C/P は本フェーズ開始当初 10 名だったが、調査時点では 15 名に

増加しているなど、ラオス側の強いオーナーシップとコミットメントにより、プロジェクトの投

入は適時適切に行われている。C/P の配置に空白期間が生じた例もあったが、プロジェクトの進

捗には大きな支障は生じていない。その他、C/P の基本給与や光熱水費等の運営費の一部はラオ

ス側が負担しているが、遅配・不払いといったことによってプロジェクトの進捗に支障が生じた

という事例は確認されなかった。 
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日本側の投入（専門家、機材、現地活動強化費など）についてもほぼ計画通りに進捗している。

また、日本人専門家への質問票調査の結果によると、日本側の投入はその量、質、タイミングに

おいてほぼ適切であったとされている。 

これらから、双方の適切な投入がプロジェクトの円滑な進捗に貢献しており、効率性を促進す

る正の要因を構成している。 

 

（2）プロセス 

プロジェクトの進捗には、組織内の円滑なコミュニケーションと意思決定プロセスが不可欠で

あるが、本案件においては、各レベルにおいて円滑なコミュニケーションと意思決定の仕組みが

日ラ双方の間で構築されており、問題発生の防止や発生時の速やかな解決に大きく寄与している。

また、日本側専門家の適切な指導・運営管理の下で、C/P 及びセンタースタッフは着実に知識・

経験を蓄積しており、プロジェクトの目標達成に向けたプロセスは適切かつ円滑に行われている

と判断される。 

今後の、LJC のより一層の体制強化のためには、総務部門を中心とする組織内の総合調整機能

の強化が必要と思われる。具体的には、組織としての意思決定の効率化と組織的な知見の蓄積、

並びに各個人の能力向上（特にコミュニケーションスキルの向上）が必要である。 
 
 

4-1-4 インパクト 

以下に例示するように、すでにいくつかの注目すべき事例を確認することができるなど、本案

件の活動が一定の波及効果を発現させつつあると判断できる。また、上位目標の達成の可能性に

ついては、既に一つがほぼ達成されているといえる。 

 

・日本側によるビジネス実践的コースにおいては、経営診断結果を反映した改善をはじめる企業

が出現するなど本活動によるプラスの影響が見られる。 

・相互理解促進事業では 2007 年度のみでも 100 回以上の催し物を実施し、延べ 1万人近くのラオ

ス市民が参加した。人口 70 万人のビエンチャン市において、年間 1万人の動員は量的にみても

相当程度のインパクトを与え、波及効果が期待される。 

・LJC の相互理解促進事業を通じて、LJC にラオス文化の発信機能が蓄積しつつある。これを受け

て、ラオス政府が、LJC に対してラオス人に対するラオス文化の普及促進の拠点としての「触

媒」機能を期待しつつある。 

・最近、日系企業のラオス進出が目覚しい（予定を含めて約 90社）が、これに伴って、日本語学

習者がそれらに就職するなど、日ラの総合的な関係促進に寄与する例がみられるなど、予期し

ていなかった効果・影響をもたらすものと期待される。また、これらの進出企業との間で、各

事業との協力・連携事例も出てきており、LJC の活動が日ラの経済活動に対して直接的なイン

パクトを与えつつあると判断される。 

 

＜上位目標の達成の可能性＞ 

(1)「LJC が市場経済化に資する人材開発のための中核的な役割を果たす」 
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ラオス国は 1997 年のアセアン加盟以降は、アセアンの活動に積極的に参加しており、2008 年

までに域内関税引下げを達成するための取り組みを進めている。そのためラオス政府ならびに民

間企業は、経済分野のおけるアセアン諸国などとの国際競争力を養成する必要に迫られている。

こうした状況のもと、LJC がビジネスコースの実施を通じて受講生に有益な知識を提供している

ことは、「市場経済化に資する人材開発のための」一定の役割を果たしているといえる。しかし

ながら、「LJC が市場経済化に資する人材開発のための中核的な役割を果たす」ためには、市場

のニーズの変化に対応できなければならないと思われる。その市場の変化に対応するため、現在

ビジネスコースの改編が行なわれており、FEBM との MBA プログラムも計画されている。このよう

な変化に対応できる組織としていくことにより、人材開発の中核的な役割を果たす可能性が一層

高まるものと思われる。また、終了時評価に際しては、企業等に対する認知度調査を行い、設定

指標に基づく上位目標達成の状況・可能性について分析する必要がある。 

 

(2)「LJC が日・ラオスの相互理解を促進する拠点となる」 

相互理解に関する活動の規模や質から LJC は既に日・ラオスの相互理解を促進する拠点となっ

ていると判断され、また日本語教育についても、LJC が作成した教科書が各教育機関で活用され

るなどラオスの日本語教育の拠点として確立されており、現時点において、すでに上位目標は相

当程度達成されていると判断される。今後は更なる能力強化や質の高度化を推進させ、上位目標

の達成をより強固なものとしていくことが必要である。 
 
 

4-1-5 自立発展性 

 本フェーズの事前評価調査においては、以下の 2 点によって自立発展性の可能性が評価されて

おり、今次中間評価調査では、その可能性を評価した。 

 ①LJC の実施体制はおおむね確立されており、ラオス側のオーナーシップも高いが、給与水準

が民間と比較して高くはないため、福利厚生や諸手当によるインセンティブシステムの構築が必

要であり、計画されていること 

 ②各コースが受講料を徴収していることから、長期的には自己収入による支出負担比率の増大

が期待できること 

 

第 1 点目に関しては、手当支給体系の見直しや語学手当の導入などによる改善が行われており、

今後の効果発現が期待される。他方、現地調査での LJC スタッフに対するインタビューにおいて

は、依然として各種インセンティブに対する要求（国外での留学や研修機会の提供、給与水準な

ど）が聞かれた。これらの要望を踏まえつつ、限りある予算規模の中で各個人の能力を最大限引

き出すための仕組みづくりが今後も継続的に行われる必要があることが確認された。また、既述

のとおり、今回の調査で総務機能のより一層の強化が組織・個人双方で必要であることが確認さ

れた。すでに、組織改編やマネジメントクラスの人事異動などの措置は取られているが、これら

に対して日本側としての協力の可能性について検討することが必要である。 

上記との関連で、LJC で育成したスタッフが大学の正職員への格上げ見込みが薄いということ

や給与などの待遇面で折り合いがつかず離職してしまうケースがある。これは知見・ノウハウの
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蓄積による技術面での自立発展性に対する負の要因となりうる。ラオス人の職業観によるところ

も否定できないが、ラオス政府及び NUOL による LJCへの公務員配置人数の拡大などの対応策につ

いて、然るべきレベルへの働きかけも重要と思われる。 

以上より、福利厚生や諸手当によるインセンティブシステムの構築は計画されているが、その

効果の発現を確認することは時期尚早といえる。 

 

第 2 点目に関しては、JICA の負担とラオス側負担及び自己収入充当の比率がほぼ 1:1 である。

短期的な変動要因としては、JDS 研修の受託収入が減少要因となり、MBA による収入が増収要因と

なる。次項に示す簡易なシミュレーションによれば、これらの要因を踏まえた短期的な財務状況

の傾向は自己収入による支出負担比率の増大が期待でき、プロジェクト終了時までにさらなる増

大も期待できる。したがって、「長期的には自己収入による支出負担比率の増大が期待できる」

といえる。しかしながら、自己収入による全額の支出負担は困難と思われ、残りの部分について

は、引き続き日本側による何らかの財政負担が必要である。 

 

＊LJC のコストシェアの検証と予測、ならびに JICA シェアを下げるシミュレーション＊ 

 現在 LJC における財務管理はすべてキャッシュフローベースで行なわれており、貸借対照表が

作れるような管理は行なわれていない（ストックの概念がない）。したがって本シミュレーショ

ンにおいても、全てキャッシュフローベースでおこなった。 

NUOL から大学の教職員給与として支払われる C/P の基本給などと、JICA が派遣する長期、短期

の専門家に係わる全ての経費は、LJC の管理となっていないので、これらは所与のもとして対象

からはずした。 

 

(1) 2007 年のキャッシュフローにおける JICA シェア 

JICA が提供する携行機材をのぞいた LJC の収入（センターの事業収入、NUOL からの補填ならび

に JICA 現地業務費）に対する、キャッシュフローベースの JICA 現地業務費の占める割合（A）は

約 55％であり、携行機材を含めた合計に対する、JICA 現地業務費ならびに携行機材の占める割合

（B）は約 63％である。 

 

(2) 近未来の予測 

近い将来、センターの事業収入のうち JDS からの委託研修（41 千ドル）がなくなり、MBA から

の収入が当初計画どおり増える（87千ドル）と仮定し(他の条件は不変)、さらに LJC の事業収支

の改善分を JICA 現地業務費の削減に充てた場合、JICA 現地業務費の占める割合（A）は約 48％と

なり、携行機材を含めた合計に対する、JICA 現地業務費ならびに携行機材の占める割合（B）は

約 56％となる。 

 

(3) MBA の規模を 2倍にした場合 

 MBA プログラムの提供は、計画通り進めば LJC の事業収支の改善をもたらす。そこでこの MBA プ

ログラムの規模を 2倍にすると仮定し(他の条件は不変)、さらに LJC の事業収支の改善分を JICA
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現地業務費の削減に充てた場合、JICA 現地業務費の占める割合（A）は約 37％となり、携行機材

を含めた合計に対する、JICA 現地業務費ならびに携行機材の占める割合（B）は約 45％となる。 

 

(4) JICA シェアの下限の目途 

上の MBA の規模を 2 倍にした場合のシミュレーションにおいて、さらにスケールメリットや業

務の改善から LJC の事業にかかわる支出と JICA 現地業務費を 1 割減らしたと仮定し、その削減分

を全て JICA 現地業務費の削減に充てた場合、JICA 現地業務費の占める割合（A）は約 31％となり、

携行機材を含めた合計に対する、JICA 現地業務費ならびに携行機材の占める割合（B）は約 40％

となる。この値は、現行のようにビジネスコース、コンピュータコース、日本語コース、相互理

解事業をセットで実施していく場合の、JICA シェアの下限の目途を示す一つになるのではないか

と思われる。 

 

(5) 今後に向けて 

今回のシミュレーションでは事業あるいはコース毎の収支を求めることはできなかった。それ

は以下の理由によるものであるが、今後センターの長期的な存続を前提に財務分析をおこなうな

らば、これらを検討する必要がある。 

１． 暦年と（日本の）年度の違い（ラオスでは暦年で管理し、JICA は日本の年度で管理している

ので、諸データの対応がとりにくい） 

２． 収入と支出の対応がとれるような管理をしていない（勘定科目の整理やプロジェクトコード

の導入によって改善できる） 

３．現在 LJC における財務管理はすべてキャッシュフローベースで行なわれており、貸借対照表

が作れるような管理は行なわれていない（ストックの概念がないため、原価償却などが計算

できない） 

４．同様に現在 LJC における財務管理はすべてキャッシュフローベースで行なわれており、

未払い金、未収納金などが把握できない 
 
4.2 結論 
4-2-1 総合判定 

日ラ双方の各レベルにおける努力によって、本プロジェクトは当初計画した投入により活動を

行ない、一定の成果を発現しつつある。プロジェクト終了時点にプロジェクト目標を達成する可

能性は高いと判断される。さらに、本プロジェクトはまさに日ラの「拠点」としての地位を確立

しつつあり、その観点で本案件はすでに上位目標の一部を達成していると判断される。 

総務を中心とする実施体制のより一層の強化や、日本側からの投入に依存している活動費

のより一層の現地化など、終了時に向けて改善が必要な課題はいくつかあるが、現時点にお

いてはそれらがプロジェクト目標の達成を阻害する大きな障害ではないと判断される。 
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4-2-2 阻害・貢献要因 

＜貢献要因＞ 

（1）ラオス側のオーナーシップの強さ 

既述のようにラオス側のオーナーシップは強い。また、調査団が確認したところでは、この

オーナーシップは LJC の C/P やスタッフのみならず、大学（学長・副学長等のマネジメント層

を含む）、更には教育省（教育大臣を含む）のレベルにまで浸透しており、政府として LJC 並

びに本案件を支援する体制が整っている。 

これらのオーナーシップはプロジェクトの進捗に対する大きな貢献要因となっている。 

 

(2) コスト負担の割合 

ラオス側の予算措置とセンター収入によるコスト負担の合計が年々増加傾向にあり、昨年度

はセンター支出全体の 50％に達するなど、より健全なコストシェアへ向けての努力が見られる。 

 

(3)ラオス国立大学経済経営学部との連携体制 

プロジェクト設計当初から、経済経営学部の教員をビジネスコースの現地講師として活用す

ることが計画され、その計画どおり LJC ビジネスコースの現地講師の大部分は、経済経営学部

の教員が担っている。このような相互連携の枠組みは、安定的な現地講師の確保を容易にし、

ビジネスコースの自立発展性の向上に貢献している。また同時に、受講者は現役の経営者並び

に従業員であることから、現地講師はそれらの受講者との意見交換を通じて実践面における課

題を吸収し、教員にとっては実践的な知識が身に付き、それがさらに、講義内容の改善につな

がっている。 

 

(4)ラオス国立大学文学部との連携体制 

日本語コース運営では、文学部との間にビジネスコースにおける講師派遣のような連携体制

はないものの、LJC と文学部日本語学科が車の両輪となって、ラオスにおける日本語教育の中

心的役割を果たしていることが目標達成を促進している。 

国際交流基金の日本語教育に関するノウハウをもとに、体系的なクラス体系を採用して実施

しており、さらに教材の作成等の面でも LJC がラオスにおける日本語教育の中心的役割を果た

している。しかしながら、外部からはさらなる教材の作成や辞書の作成、さらにはより上のク

ラスの設立を望む声も上がっている。これらのニーズに応えられる意味でも、今後技術移転に

より、C/P 及びスタッフのレベル向上が求められる。 

 

(5) 定期的なコース評価の実施 

LJC では、各活動（ビジネスコース、コンピュータコース、日本語コース、相互理解促進事

業）の参加者に対して終了時にアンケート調査などを行っている。同調査結果は、コース内容

の改善のために活用されている。例えば、ビジネスコースにおいては、アンケート結果に基づ

くテキスト内容の修正・見直しはもちろんのこと、人気のない科目については、新しい科目と

入れ替えられている。最近は受講者ニーズの大きな変化が見られ、これに対して、新しいカリ
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キュラムの検討がなされ、FEBM との MBA プログラムの設立が準備されており、対応が図られて

いる。さらに、ビジネス実践コースの運営では、2006 年以降、業務委託方式によってコンサル

タントが継続的なニーズ調査、コース企画・運営、事後評価と次期企画への反映を終始一貫し

て行っており、これも目標達成を促進していると考えられる。このように、コース内容を定期

的にモニタリング・評価し、改善を図るということが通常活動の中に組み込まれていることは、

ニーズに応じたカリキュラムの提供につながり、プロジェクトの成果を高める上で効果的であ

る。 

 

（6）ラオスに進出する日系企業の数 

最近ラオスに進出する日系企業の数が増加しており、日系企業を対象とした日本語の特別コ

ースが実施されるなど、本プロジェクトに対してプラスの変化をもたらしている。一方、中国

やベトナム、タイなどによるビジネススクール設立など積極的な進出により、日本のプレゼン

スが相対的に低下していく恐れもある。これらの変化に対応するため、センターの活動強化や

広報活動の一層の努力が望まれる。 

 

＜阻害要因＞ 

(1) コミュニケーション力 

実施プロセスにおける特記事項で述べたように、いくつかのレベルごとの定期的な会合を

もつなど、プロジェクト内のコミュニケーションはよいと言えるが、特に総務部門を中心に、

英語によるコミュニケーション力の不足がみられ、これが阻害要因になっているという指摘が

あった。これに対してはすでにいくつかの対策がとられているものの、今後も一層の努力が必

要である。 

 

 (2) ラオス人ビジネスコース講師の質 

ビジネスコースのラオス人講師に関しては、C/P 機関である NUOL の FEBM の人材が確保され

ていることは目標達成を促進している一方、これら講師の実務知識の不足や、講義内容の質の

低さが目標達成の阻害要因となりうるおそれがある。特に MBA コースが開始された場合、受講

生からの講師の質に対する期待はさらに高まると思われ、教授方法も含め、講師の質の向上に

向けた努力が肝要である。 

 

(3)スタッフの離職 

LJC は内部昇進制度が確立しており、スタッフの定着率は比較的高いが、班長以下に、給与

等の待遇あるいは昇進の可能性のより高い組織へ離職するスタッフが散見される。これも阻害

要因となる恐れがあり、公務員枠の増大も含めた、インセンティブの確保に努力をしていく必

要がある。 

 

(4) 教室の数の不足 

建物は日本の無償協力で建設されたものであるが、その後日本語教育用の教室用建物が増設
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された（5 教室）。施設の多くはフェーズ 1 で整えられ基本的に問題はない。しかし活動の発

展、活発化により、教室の数の不足の問題が発生しつつあり、これが阻害要因となる可能性が

ある。 
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第 5章 提言と教訓 

5-1 提言 

本フェーズ後半、さらには将来に向け、より効率的かつ効果的な運営を図るため、調査団はプ

ロジェクトに対して以下の提言を行なった。 

 

5-1-1 実施体制の強化。 

（ア）LJC C/P 及びスタッフ（特に総務部門）の業務実施能力強化のため、およそ以下の方策を

通じて特に他部門との調整能力、コミュニケーション能力等を強化するべく、LJC 所長・副所

長並びに JICA 専門家間で検討し、実施する。 

①C/P 及びスタッフ（特に総務部門）の事務処理能力の向上を図るための各種指導（経理処理の

迅速化、他部門との調整カ強化、カスタマーサービスの向上など）を日本人専門家（ビジネス

コース専門家等）によるセミナー開催や OJT を通じて行う。また、他の類似機関（JICA 事務所

含む）の総務部門での研修実施の可能性について検討する。 

②英語、日本語能力の更なる向上のため、英語については現行の外部専門家による OJT に加え、

会話能力の向上を目指すとともに日本語についても同様に会話能力の向上を目指すべく、LJC

日本語コース等への参加奨励の方策について検討する。 

③LJC で外部向けに実施する活動を LJC 自身が実践することで、他機関のモデルとなるよう努力

する。（例：ビジネスコースで提供する 5S やカイゼン等の実践例を LJC 自らが行う、また LJC

自身の企業診断をビジネスコース専門家が行うなど） 

 

（イ）各部門がコア・コンピタンスを持つことによる他機関との比較優位性を向上させ、自立発

展性をより強化する。調査団が現地調査の結果として想定する各セクションのコア･コンピタン

スは以下のとおりであるが、LJC 内でより一層議論が深まることが期待される。 

①総務部門 

公的機関としての質の高いカスタマーサービスが提供できる。 

②ビジネス部門 

 日本的経営の実践例やラオス国内の実践例に基づいた、実践的なビジネスノウハウやスキル

を提供することができる。 

③日本語部門 

初級および初中級の日本語能力向上のための質の高い講義を提供できるのみならず、初級お

よび初中級レベルまでの教材開発、語彙集などの開発することができる。 

④相互理解部門 

日本・ラオスの文化交流イベントを実施する国内唯一の機関としてのコア・コンピタンスを

すでに有するが、広報活動の更なる強化を図り、イベント等を通じ LJC の認知度を向上させる。

また、日本への留学情報発信ならびに大学間交流の拠点さらにラオス青年の派遣前研修、JOCV

語学訓練など両国青年の研修の拠点となる。 
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5-1-2 事業の効率的かつ効果的運営 

（ア）ビジネスコース 

①今年度の LJC ビジネスコースについては、ラオス側提案のカリキュラムを実施するが、引き

続き受講生のニーズに柔軟に対応できる体制を維持し、必要に応じて改編する。 

②今年度派遣予定のビジネスコース専門家については、ビジネスコース部門の責任者を C/P と

し、企画立案も含む運営指導について技術移転を行うこととする。 

③９月開設の MBA プログラムの円滑な運営およびコース内容の質を確保するため、以下の方策

を講じる。 

・MBA プログラム運営プロセス（募集、選考、登録、出欠管理、受講料徴収管理等）におけ

る透明性、公平性の確保に十分な配慮を行い、質の高い運営に努める。 

・MBA プログラムの円滑な運営を図るため、ビジネスコース事務局の能力強化を図る。 

・MBA 運営管理委員会（Management Committee of MBA；仮称）メンバーに LJC 日本側所長を

加えると同時に、講師陣の質を継続的に確保するための評価委員会的な機能を付与する。 

・ビジネスコース運営管理専門家は C/P を通じ、MBA の効果的な運営に関する必要な助言が

行えることとする。 

・講義内容の質を確保するため、教授法の継続的な改善が図られるよう適切なモニタリング

システムを確立する。 

④現在主にラオスの主要な産業である縫製業や木材加工（家具等）等製造業を中心とした現場

指導を実施しているが、サービス産業（販売、流通業など）を対象とした現場指導を可能な

範囲で行う。 

⑤現場指導で得た教訓を座学（講義）に取り入れ、ラオスの現状に即したより実践的な講義内

容とする。そのための仕組み（メカニズム）を日ラ協働で構築する。 

  

（イ）日本語コース 

①ラオス国立大学文学部日本語学科との連携を強化し、大学全体としての初級レベルおよび初

中級レベルの受講者に対する日本語教育能力を一層高める。具体的には、日本語学科は教室

が不足しているため、今後も継続して LJC 教室の昼間の貸与を行う。また同学科の一部科目

を LJC で実施する。LJC の行う日本語関連情報を同学科学生と等しく共有を図り、また日本

語祭りなどへの参加を奨励し、両機関の受講生の能力強化を協同して行う。 

②初級および初中級レベルまでを教授できる現地講師育成を一層強化する。 

③初級および初中級レベルを対象とした教材開発能力を一層強化する。 

 

（ウ）相互理解促進事業 

①情報文化省他関連するラオス側政府機関との連携を通じ、ラオス事情全般にかかる情報収集

機能を強化し、日本の大学関係者や訪問者に対する情報提供機関としての機能を強化する。 

②自立的なイベント等運営管理能力の一層の強化を図るべく、C/P への技術移転を促進させる。 

③日系企業等との協力体制をさらに強化し、文化イベント等開催時の企業からの協賛を得るな

ど運営基盤を強化する。 

④日本への留学情報支援、日ラ大学間交流のための支援、両国を訪問する青年らへの研修機関

としての機能を強化する。 
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5-1-3 LJC の自立発展性のための取り組みの検討 

①フェーズ２後の LJC のあり方について、現在までの成果を踏まえた現実的な将来像の検討を

開始する。JCC の sub-committee を設立するなど定期的に将来像を日ラオス双方で検討する

メカニズムを確立し、年度内には日ラ双方で一定の合意形成を目指す。 

②財政基盤の一層の強化を図るため、現地での事業実施にかかる必要経費にかかる日本側の経

費負担と事業収入を含むラオス側負担との比率については、フェーズ２終了に向けてより自

立発展性の高い財務体質を指向する。このため、業務の効率化を図りコスト削減に努める一

方、事業の質を損なわない範囲で受講料等各種収入増を図る。 

③より詳細な財務分析を可能とするため、日ラ双方で共通の収支比較ができるよう必要な準備

（財務会計科目の標準化など）に着手する。 

 

5-2 教訓 

本評価調査を通じ、調査団は、本案件の経験から導き出され、主に他の日本センタープロジェ

クトで参考となるべき教訓として、以下の２点を抽出した。 

5-2-1 オーナーシップの高い C/P との関係構築について（C/P 側の人員配置、リーダーシップ） 

ラオス側は共同所長を始め各セクションの管理職（チーフ、サブチーフレベル）に多くの C/P

（公務員）を配置している。これら定着率の比較的高い人員を配置することはプロジェクトの組

織運営上の基盤強化につながり、自立発展性を高めるものといえる。また、共同所長のリーダー

シップによる広報活動の強化、日ラ双方の広範なプロジェクト関係者に対するセンター活動の理

解促進を不断に行ってきている。したがって、他の日本センターにおいても組織人員の定着率に

着目した運営を行い、かつ所長の適切なリーダーシップ発揮による国内における知名度向上や関

係者の理解促進を図ることがプロジェクトの成果を高める上で有効と思われる。ただし一方で、

共同所長体制をとることから、両者の円滑なコミュニケーションならびに信頼関係が損なわれる

とプロジェクトの運営に重大な影響を及ぼすことが懸念される。 

 

5-2-2 組織内の体制強化の方策について 

LJC ではスタッフ人材育成を強化するために、個々の能力に合わせた個別研修計画を適度なイ

ンセンティブ（語学手当て等）と組み合わせて実施しており、個々の目標設定が明確となってい

る点で、組織のあらゆるレベルでの体制強化につながるものと判断される。他の日本センターで

の現地スタッフ育成の上で参考となる方策であり、同様の育成計画の導入を検討することが望ま

れる。ただし、いかなる人材育成計画も自らの自発的な意思により継続した取り組みがなされな

ければ中長期的な効果発現に至らないと思われ、スタッフのモチベーションを保つ工夫（能力強

化キャンペーンを半期に一度程度実施するなど）も必要である。



- 40 - - 40 -
 

第6章  団長所感 

フェーズ 2 終了（2010.8）まで残すところ２年余りとなり、今次中間評価調査においては通常

の評価調査のみならず、フェーズ２終了後の LJC に関する将来像の検討に着手する目的を持って

いる。前者については、カウンターパート（ラオス国立大学）側の強いオーナーシップが実践面

で確認された。すなわち、プロジェクトに従事する現地スタッフ 50名のうち、管理職クラス（所

長を始め、各セクションチーフまたはサブチーフレベル）の 15名（フェーズ２開始当初は 10名）

が公務員資格として配置されており、組織基盤の強化が着実に行われている。今後は 22 名にまで

公務員数を増すとの計画があり、センターの更なる基盤強化（将来的には「センター」から

「Institute」へ格上げすることを検討している旨教育省大臣以下大学関係者が一様に述べてい

る）につながるものと期待される。 

 

なお、今回の調査では、特に総務部門の脆弱さが重要な課題として議論されたが、日本人専門

家が指導する他の事業部門に比べ、総務スタッフのやる気や能力も見劣りする面も多く見られた。

本来的に高くない事務・調整能力やコミュニケーション能力（英語、特に会話能力）が不足して

おり、円滑な事業実施を妨げる結果を招来している例も多い。ラ側も十分な問題意識を持ってお

り、日本側の提案により語学手当導入による自己研鑽の奨励、ネイティブ（英文校閲担当）によ

る OJT が実施されている（ラ側は英語や日本語の集中レッスンなどの追加導入を希望）。今後は、

主に次期派遣の業務調整員（今年度第３四半期）の TOR に総務部門のスタッフ育成を含めるなど、

日常業務を通じた能力強化を図っていきたい。 

各事業部門はそれぞれ事業の質を高める工夫が随所に見られ、日本語においては明確な達成目

標（初級、初中級レベルを育成する）と戦略的アプローチ（初級を 6 段階に分けるなど極めの細

かい対応）を採用し、質の高い講義を実施している。また、相互理解分野では、現地スタッフに

よるイベント運営能力は相当程度高まっている（企画立案は未だ困難な状態）。また、情報文化

省や他の政府機関とも協力関係を構築し、ラオスに関する全般的な情報収集能力を高めるととも

に、留学生支援、大学間交流さらには現地研修（協力隊語学研修、JENESYS 派遣ラオス青年の派

遣前研修等）を今後の事業の柱として強化していくとしている。したがって、同 2 事業について

は、既に「拠点」としての地位確立しつつあるといえる。 

一方、ビジネスコースについては、MBA プログラムの開始を 9 月に控え、生徒の募集はすでに

開始している（現在までのところ定員 35 名に対し既に 40 名を越える応募あり、応募締め切りは

７月末（目標は応募者 100 名以上））ものの、同プログラムに関するラオス側の運営方針や日本

側投入の詳細については更なる確認作業や検討が必要であり、また通常のビジネスコースについ

ても現場指導を座学に着実に反映させるための仕組み造りなど課題は多い。このため、「提言」

において、MBA 運営上の透明性の確保や事務局能力の強化、講師陣の授業の質を高める仕組みづ

くりや日本側講師も含めた評価制度の導入などを行った（ラ側も同様の問題意識を持っており、

これら提言実施に前向きに対応したいとしている）。また、市中のビジネススクール（タイ、ベ

トナム他）や EU、USAID 等による起業支援プログラムなど競合相手も増加傾向にあり、国立大学

の威信にかけても MBA の成功（質の確保）が至上命題として日ラ双方の関係者に認識されている。 
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この他特筆すべき点として、日系企業の進出が加速しつつあることが確認された（今後数年の

うちに約 90 社の進出予定）。既に縫製業を中心にタイへ進出している企業の第２工場設立の動き

が見られ、一部の企業からは日本語人材の紹介、日本語クラスの受託、文化交流事業への企業グ

ッズの提供等徐々にではあるが日系企業を顧客としたセンター活動が開始されており、センター

所長は今後も積極的に活動の幅を広げていきたいとしている。 

 

フェーズ２後の将来像に関する議論としては、ラ側は冒頭に触れたとおり、センターから

Institute に格上げを図り、公務員人数を増加（22 名まで）させ、現在の 4 事業（ビジネス、日

本語、相互理解、コンピューターコース（独自事業））に加え、調査研究機能も付加していきた

いとの構想を持っていることが確認された。日本側も大使は文化交流にとどまらず知的交流（学

術交流）へむけて飛躍させたいとの意向も示された。 

具体的には今後の議論を待たなければならないが、ラ側がフェーズ３に対する期待を繰り返し

述べたのに対し、調査団としてはあくまでもこれまでの成果を踏まえた現実的な議論を重ねてい

くことの重要性、検討にあたっては JICA の投入ありきで行うのではなく、資金や人材のリソース

の多角化を図る必要性について説明し、理解を求めた。いずれにせよラ側は高いオーナーシップ

を持ち、自分たちで収入面も含め組織基盤強化を図っていきたいとの強い意向を示しており、JICA

としては少なくともこれまでの成果が損なわれない形での未来志向の検討が必要と思われる。今

後は JCC の分会の場で定期的に議論を行い、年度末までには一定の方向性を打ち出すことで合意

した。 

 

最後に、今回の調査では、日本側所長による事前のラ側への調査目的の共有や調査団の関心事

項（将来像の検討の方向性含む）についての情報があらゆるレベル（教育省、大学、プロジェク

ト内）に浸透しており、先方とのスムーズかつ建設的な意見のやりとりが行われたが、日ラ双方

の不断の意思疎通の努力の表れとして評価したい。ややもすると日本センター案件の特性から、

日本側が主導し、物事を一方的に進める危険がある中で、丁寧なコミュニケーションが図られて

いると感じた。ただし、ラ側のオーナーシップの高さは、単に彼らに求められる範囲での対応に

とどまることなく、センター運営全体に関する考えや方針についても高い意識を持っており、将

来像の検討に着手した今、より一層の対話の機会を設け、日ラ双方の認識を一致する努力を継続

していくことが望まれる。 

以上 
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面談記録（教育大臣） 

 

日時：2008 年 6 月 2 日 14:00-14:40 

場所：教育省 

面談者 

 先方：ソムコット教育大臣、国際協力担当、秘書官、マニソット LJC 所長 

 当方：武井 JICA ラオス事務所次長、佐藤 CA、調査団（梅本、竹井、末田） 

 

面談概要 

 

梅本団長より、本調査団の訪問目的を伝えた後、これまでの LJC の活動及びフェーズ２後

の方向性についてソ大臣の見解について問うたところ、同大臣より日頃の LJC 及びその他

の JICA の協力に対する謝辞に続き、およそ以下のとおり発言があった。 

 

１．LJC については、フェーズ１立ち上げの頃から関与している。LJC の活動は、ラオスの

企業活動等にとって大変有益であると評価している。LJC の活動の 4本柱（ビジネスコ

ース、日本語教育、相互理解促進、コンピュータコース）はいずれも有益であり、ラ

オス企業の発展に寄与していると評価している。 

２．特にビジネスについては、MBA 立ち上げに協力するなど、FEBM との連携によって、FEBM

及び同学部の講師陣にも裨益しているところがある。 

３．フェーズ２終了後についても、引き続き現在の 4 つの活動を継続し、日ラ双方にとっ

ての窓口としての役割を果たしてほしい。 

４．将来的には、現在の「Center」という名称から「Institute」に格上げし、より質の高

い事業を行っていくべきだと考えている。 

５．日本（JICA）からの協力については、高島 JICA ラオス事務所長ともフェーズ２後の自

立発展性について問われた際にも、フェーズ２終了直後に自立するということは困難

であろうと答えた。確かに、財務面でもすでに 50%はラオス側もしくは LJC 自己収入で

賄われていると聞いているが、自立までにはもう少し時間が必要であろう。 

６．そのためにも、JICA は、引き続き専門家を派遣してほしい。 

７．LJC に関しては、サイコン副学長から毎週報告を受けている。詳しい議論については、

同副学長やマニソット所長らと行ってほしい。 

以上 



面談記録（JICA ラオス事務所） 

 

日時：2008 年 6 月 3 日 8:30-10:30 

場所：JICA ラオス事務所 

面談者 

 先方：高島 JICA ラオス事務所長、松元所員 

 当方：調査団（梅本、末田） 

 

面談概要 

 

LJC のフェーズ２終了後の方向性について意見交換を行ったところ、およそ以下のとおり発

言があった。 

 

１．日ラの経済関係は「日ラ官民合同対話」の開催など、発展の傾向にある。一方で、ラ

オスのビジネス活動の現状はまだ課題が多く、そのための人材育成についても課題が

多い。 

２．LJC は、ラオスの民間人材育成と日ラの関係強化に果たしている役割は大きい。他の代

替機関が活動するようになるまでは、現在の機能を維持もしくは発展させるべき。 

３．JICA の投入については、減らしていく可能性はあるかもしれないが、フェーズ２終了

と同時に全くなくなるという選択肢も現実的ではない。どのような形・規模が妥当な

のか、知恵を出して検討していく必要がある。JICA の対ラオス協力の中での位置づけ

も、現在と同様に民間セクター強化のための人材育成（重点開発課題）が妥当である。 

４．MBA については、学位を授与する機関も出てきているが、内容が伴っていない。また、

学歴と職制がリンクした社会システムが構築されつつある。LJC の協力を通じて、適切

な人材を育成・輩出することで、これを是正することができるのではないか。 

５．日本的経営・働く倫理観を教える場、独自性のある MBA 

６．大学間交流、NGO との連携は難しい、自治体は活発ではない、日本の旅行会社とのタイ

アップ 

 

以上 



面談記録（鈴木専門家） 

 

日時：2008 年 6 月 3 日 11:00-12:20 

場所：投資計画省 

面談者 

 先方：鈴木専門家（投資アドバイザー） 

 当方：松元 JICA ラオス事務所員、調査団（梅本、末田） 

 

面談概要 

 

梅本団長より、本調査団の訪問目的を伝えた後、現在の LJC の活動に対する評価及び今後

の方向性（特に日ラ経済関係の進展に伴う LJC の役割）について問うたところ、およそ以

下のとおり発言があった。 

 

１．自分は長くラオスに携わってきており、LJC 及び FEBM についても見てきた。フェーズ

１も含めたこれまでの経緯ではいろいろと課題も多かったと見ているが、現在はおお

むね良好に活動していると評価している。 

２．ラオスは、経済活動に関して競合国であるミャンマー、カンボジアとの比較では、政

治的安定性という点で大きな比較優位があり、日本企業が投資する環境としては域内

では最適である。物価・人件費や言語等の面で、バンコクの生産工程の一部をラオス

で行うことは、追加費用を勘案しても価格的に優位にある。優位性は、人件費が生産

コストのどれくらいの割合を占めるかによるが、人件費比率が低い業種でもすでに進

出している企業もある（ie. 自動車部品）。 

３．今後、日本企業が進出していく中で、LJC に求められる役割は以下の 2 点。 

①労働者の質は決して高くはない。ビジネスコース等で上層部の人材育成を行う必要

性は高い。 

②日本語が話せる現地スタッフが必要である。現在は 2 級レベルの輩出もまだ十分で

はない。仕事で使えるレベルということであれば、1級もしくは 1 級と 2級の間くら

いは必要である。 

４．MBA については、これまで佐藤 CA と議論してきた。基本的には、MBA をやること自体

については自分も賛同するが、主体は FEBM であるべきだと思う。コメントがあるとす

れば、夜間部からではなく昼間部から始めるべきだったのではないか、ということと、

夜間部から始めるのであれば、NUOL のキャンパスは遠すぎるので、市内にサテライト

キャンパスを設けるべきだと思う。 

５．MBA 運営の面での留意点は以下のとおり。 

 ①入学不正を行わせないシステム 



 ②教員に対するインセンティブ（手当て） 

 ③教務以外を教授会で決定させない意思決定システムの構築 

以上 



面談記録（スコンセン NUOL 学長） 

 

日時：2008 年 6 月 3 日 13:10-14:00 

場所：NUOL 本部 

面談者 

 先方：スコンセン NUOL 学長、マニソット LJC 所長 

 当方：松元 JICA ラオス事務所員、佐藤 CA、調査団（梅本、末田） 

 

面談概要 

 

梅本団長より、本調査団の訪問目的を伝えた後、現在の LJC の活動に対する評価及び今後

の方向性についてス学長の見解について問うたところ、同学長より日頃の LJC に対する 

JICA の協力に関する謝辞に続き、およそ以下のとおり発言があった。 

 

１．LJC の活動は高く評価している。裨益は、学生や市民だけではなく、学内の講師陣にも

及んでいる。各活動に対する評価は以下のとおり。 

① 日本語については、日本への留学前の準備としての役割が大きい。日本語学科も講

師が LJC 修了生であるなど、学科への実体的な裨益もある。 

② ビジネスについては、質の高いサービスを提供しており、ラオスのビジネス界への

インパクトは大きい。MBA 設置によってその役割は拡大する。日本側が行っていた

現場診断とその成果については承知していない。 

③ 相互理解は、各種活動を通じてラオス政財界の重要人物が NUOL を訪問する機会を

提供してくれている。また、日本の大学との交流や留学生支援などによるメリット

も享受している。 

２．将来的に LJC は機能拡大にともなって名称を「center」から「institute」に変更する

ことを考えている（詳細はマニソット所長とのインタビューを参照）。それに伴い、研

究活動を行うことも検討したい。 

３．日本からの協力については、自立発展性の観点から、引き続き協力が必要と考えてい

る。財政的な負担については、現状 50%であるが、その比率を変えていくことも検討し

たい。そのためには、予算措置が必要であり、前広に議論していく必要がある。 

以上 



面談記録（カムルーサ FEBM 学部長） 

 

日時：2008 年 6 月 3 日 14:20-15:15 

場所：FEBM, NUOL 

面談者 

 先方：カムルーサ FEBM 学部長、マニソット LJC 所長 

 当方：佐藤 CA、調査団（梅本、末田） 

 

面談概要 

 

梅本団長より、本調査団の訪問目的を伝えた後、現在の LJC の活動に対する評価及び今後

の方向性について問うたところ、およそ以下のとおり発言があった。 

 

１．LJC が担っている機能は高く評価している。実際のビジネスに携わる人々が経営に関す

る実践的なスキルを習得する機会が限られている中で、LJC のビジネスコースが実践的

な研修機会を提供している意義は大きい。特に、関専門家をはじめとする JICA の専門

家は実際のビジネスをよく知っていることは優位性が高い。 

２．（当方より、日本側主導で行ってきた現場診断等のラオス側講師陣へのインパクトに

ついて問うたところ）アカデミックな知識を実体経済と結びつけるという点では十分

なインパクトがあったと考えている。日本の留学から戻ってきた FEBM 講師の中には、

積極的に学外に出て、ラオスの企業活動を調査した者もいて、多くの事例研究を行っ

た。 

３．MBA については、全ての修了生が自らのビジネス活動に戻るわけではなく、そのまま学

業を継続して博士を取るような受講生も出てくると考えている。その観点では、アカ

デミックなカリキュラム構成も必要ではないかと考えている。 

４．（当方より、先の JCC の繰り返しになると前置きしつつ、MBA に対する JICA の協力方

針について、①フェーズ２期間中はあくまで LJC ビジネスコースが主たる協力活動で

あること、②MBA 選択科目については、投入規模は検討中ではあるが、講師派遣の用意

は条件付（将来的にはラオス側が講義を担当するという前提で C/P を配置すること）

で検討していること、③LJC/MBA ともに講師の質、特に教授法など、をより高くするた

めの協力を検討していること、について伝達するとともに、併せて、LJC ビジネスコー

スに対する協力においては、これまでのビジネス部門と JICA 専門家との関係を見直し、

ブンルアン氏を C/P とする専門家を派遣することを検討中であること、を説明したと

ころ）了解した。JICA が協力について検討していることに感謝したい。 

以上 



面談記録（宮下在ラオス日本大使） 

 

日時：2008 年 6 月 3 日 16:00-17:00 

場所：在ラオス日本大使館 

面談者 

 先方：宮下大使、川久保二等書記官 

 当方：松元 JICA ラオス事務所員、佐藤 CA、調査団（梅本、末田） 

 

面談概要 

 

梅本団長より、本調査団の訪問目的を伝えた後、現在の LJC の活動に対する評価及び今後

の方向性について問うたところ、およそ以下のとおり発言があった。 

 

１．ラオスはようやく市場経済に入りつつあるという段階。経済成長が順調でインフレ率

も安定している。投資の増大とともに財政も改善してきている。自分が 10数年前に赴

任していた当時のベトナムに近い状況である。 

２．日本企業から見た投資環境としては、コスト面から見て競争力が高い。すでに労働集

約的な産業は中国やタイから進出してきている。アグロビジネスも移ってきている。

投資環境の整備が重要。昨年の投資協定のあと、12 月に「日ラ官民合同対話」を開催

し、法制や税制など多岐にわたる項目についての「政策提言」を同会議で行った。現

在、ラオス側はこれを検討中であり、次回の会合で回答を出す予定である。 

３．このような状況の中で、LJC は日本の顔として機能している。JETRO や JF の進出が予

定されていない当面の現状下では、LJC は現在の活動・機能を維持していく必要がある。 

４．個別の活動に対する評価は以下のとおり。 

① BA についても、質の高いビジネスマンを育成していく意義は高く、協力を行うべき

だと思う。 

② 日本語については、NUOL 日本語学科はあるものの、まだレベルが低く、依然として

LJC がラオスの日本語教育における中心的役割を果たしている。 

③ 相互理解については、既述のとおり、他の類似機関がないという点で存在意義が大

きい。また、これまでの活動で蓄積された経験（動員力など）も高く評価している。 

５．フェーズ２終了後の方向性については、日ラの「知的交流の拠点」となるべきだと考

える。現在行っている活動全てにおいて、ラオスのソフト面での発展を支える拠点と

して、より高度な協力を行っていくような機能である。ラオスにはまだシンクタンク

と呼べる組織はない。将来的には LJC にそのような役割を期待したい。 

６．（当方より、今後のスケジュールと、これまでの東京での議論を伝えたところ）今回

の評価調査の結果報告を聞いたうえで、必要に応じて本省に対して意見具申を行うこ



とも検討したい。 

以上 



面談記録（ソムチット投資計画省国際協力局長） 

 

日時：2008 年 6 月 4 日 10:00-11:00 

場所：投資計画省 

面談者 

 先方：ソムチット局長ほか 2名 

 当方：松元 JICA ラオス事務所員、調査団（梅本、末田） 

 

面談概要 

 

梅本団長より、本調査団の訪問目的を伝えた後、現在の LJC の活動に対する評価及び今後

の方向性についてス学長の見解について問うたところ、同局長より日頃の LJC 及びその他

の JICA の協力に対する謝辞に続き、およそ以下のとおり発言があった。 

 

１．自分は、LJC へは講師としても訪問したこともあり、同センターの活動はよく知ってい

る。これまでの活動については、うまく運営されていると評価している。また、財務

体制も日本側は 50%の負担であるなど、ある程度の自立性は確保されていると聞いてい

る。 

２．より質の高い、ラオス社会への裨益効果の高い活動を目指すためには、スタッフの育

成、より魅力的な研修カリキュラムの開発（ビジネスコース）、などが必要であると考

える。 

３．フェーズ２後の LJC の方向性については、自分は、情報拠点のようなものではないか

と考える。 

４．また、より市民に開かれたセンターとなるためには、現在のセンターの設置場所は不

便である。市中にも拠点を設けるべきではないかと考える。（当方より、仮に NUOL が

場所の提供ができなかった場合、政府もしくは省として市中での場所を確保してもら

うことは可能かと問うたところ）非常に難しい問題ではある。まずは大学と相談して

もらうことが先決と考える。 

以上 
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